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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 100,441 207,028 241,554 490,039 405,481

経常利益（△損失） （百万円） △25,460 10,684 △3,076 63,636 △39,623

当期純利益（△損失） （百万円） △26,865 8,213 △4,708 52,943 △23,542

純資産額 （百万円） 81,054 195,285 190,783 378,977 347,875

総資産額 （百万円） 300,599 498,168 568,120 762,436 754,379

１株当たり純資産額 （円） 905.68 2,024.43 1,977.69 2,930.92 2,679.57

１株当たり当期純利益金

額（△損失）
（円） △524.35 107.60 △48.81 444.00 △181.58

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 105.86 － 437.94 －

自己資本比率 （％） 27.0 39.2 33.6 49.7 46.1

自己資本利益率 （％） △43.4 5.9 △2.4 18.6 △6.5

株価収益率 （倍） － 37.9 － 10.3 －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △31,246 20,987 33,865 99,867 83,102

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △50,865 △160,564 △182,653 △136,656 △260,394

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 188,788 218,635 69,450 90,570 110,654

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 110,555 189,798 111,443 165,546 96,955

従業員数 （人） 2,069 2,333 2,518 3,227 3,477

（注）１．第５期の記載金額は百万円未満を、１株当たり情報は小数点第2位未満をそれぞれ切り捨てて表示しており

ます。第６期より記載金額は百万円未満を、１株当たり情報は小数点第2位未満を四捨五入して表示しており

ます。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第５期、第７期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

が計上されているため、記載しておりません。
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４．第５期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。第７期及

び第９期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

５．第５期におきましては、1,310,720株の新株式（普通株式380,000株、種類株式930,720株）の発行を伴う第三者

割当増資を行い、資本金及び資本準備金としてそれぞれ32,768百万円の調達を図る一方、52,642百万円の減資

を行いました。この結果、資本金は19,875百万円減少しましたが、純資産額は38,482百万円の増加（自己資本

比率は27.0％）となりました。また、第４期に引き続いて広島工場のウエハ処理能力増強のための設備投資を

行い、また従来持分法適用関連会社であったElpida Memory (USA) Inc.の株式を追加取得し、連結子会社化した

ことにより、総資産額は204,003百万円の増加となっております。

６．第６期におきましては、平成16年11月の東京証券取引所への普通株式上場に伴う公募増資及び平成16年12月

のオーバーアロットメントによる売出しについての第三者割当増資により31,850,000株の新株式を発行し、

資本金が40,609百万円、資本準備金が65,292百万円増加する一方、資本の欠損填補のために資本準備金29,226

百万円を取崩しました。増資による資金を基に広島エルピーダメモリ㈱の既存の生産ラインの生産能力増強

を目的とした投資を行うとともに、300mm工場第二棟の建設も開始いたしました。また、第６期はプレミアＤ

ＲＡＭの拡販、原価低減に注力した結果、売上高は前期比約2.1倍、当期純利益も26,865百万円の損失から8,213

百万円の利益へと、大幅な増収増益を達成いたしました。その結果、資本金は40,609百万円増加、純資産額は

114,231百万円増加、そして総資産額は197,569百万円増加いたしました。 

７．第７期におきましては、設備投資資金に充当するため、タームローン契約から30,000百万円、日本政策投資銀

行からの新規借入で20,000百万円、セール・アンド・リースバック取引により28,836百万円を調達し、広島エ

ルピーダメモリ㈱の300mm工場を中心に設備投資を実施し、生産能力の大幅増強を実現いたしました。また、

１年内返済予定の社債、長期借入金及びリース債務の返済資金として、第３回無担保社債発行により30,000百

万円、第４回無担保社債発行により10,000百万円を確保しました。その結果、売上高は前期比16.7%増の

241,554百万円を計上しましたが、ＰＣ及びサーバ向けＤＲＡＭの市況悪化による利益率の低下により経常損

失3,076百万円を計上し（前連結会計年度は経常利益10,684百万円）、米国における独占禁止法に係る争訟解

決のために大口顧客に支払った和解金および訴訟和解引当金繰入額の特別損益の計上等により当期純損失

4,708百万円（前連結会計年度は当期純利益8,213百万円）を計上致しました。 

８．第８期におきましては、設備投資資金に充当するため、平成18年７月の新株式による公募増資及び同年８月

のオーバーアロットメントによる売出しについての第三者割当増資により133,797百万円を調達いたしまし

た。また、当連結会計年度及び翌連結会計年度に返済期日が到来する借入金及びリース債務の返済資金とし

て、平成19年１月に第5回無担保社債を発行し、30,000百万円を調達いたしました。業績面では、前連結会計年

度に引き続きプレミアＤＲＡＭの拡販に注力するとともに、設備投資による生産能力の拡大と生産プロセス

の微細化を進め、大幅な生産量の増加とコスト低減を達成したことにより、売上高は前連結会計年度比約２

倍、経常利益及び当期純利益共に大きく改善し、前連結会計年度の赤字から黒字に転換いたしました。その結

果、資本金は67,770百万円増加、純資産額は188,194百万円増加、総資産額は194,316百万円増加しました。　

９．第９期におきましては、設備投資資金に充当するため、主要取引銀行4行からの新規借入により80,000百万円、

セール・アンド・リースバック取引により50,513百万円を調達いたしました。また、平成19年度及び20年度に

返済期日が到来する借入金及びリース債務の返済資金として、平成19年11月に第６回無担保社債を発行し

20,000百万円調達いたしました。販売面では、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格が大幅に下落する中、事業の中核であ

るプレミアＤＲＡＭの拡販に注力し、生産面では、広島エルピーダメモリ㈱における一層の生産性の向上と

歩留まりの改善を進めるとともに、台湾においてPowerchip Semiconductor Corporation (以下、「ＰＳＣ社」）

との合弁であるRexchip Electronics Corporation (以下、「Rexchip社」）において生産を開始し、生産能力の急

速な増強と歩留まりの向上によるコスト低減を進めました。その結果、売上高は前連結会計年度比17.3%減の

405,481百万円となり、経常損失39,623百万円（前連結会計年度は経常利益63,636百万円）を計上いたしまし

た。また、特別損益として200mmウェハ対応装置の売却を主とする固定資産売却益21,179百万円、固定資産除

却損2,287百万円を計上し、当期純損失は23,542百万円（前連結会計年度は当期純利益52,942百万円）となり

ました。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 80,505 197,027 232,195 469,263 393,937

経常利益（△損失） （百万円） △29,198 8,535 △2,627 48,833 △20,256

当期純利益（△損失） （百万円） △29,226 6,813 △2,719 48,172 △20,313

資本金 （百万円） 46,625 87,234 87,239 155,009 155,611

発行済株式総数 （株） 64,614,400 96,464,400 96,468,400 129,288,900 129,770,400

純資産額 （百万円） 79,666 192,383 189,476 372,625 352,507

総資産額 （百万円） 217,982 402,745 492,036 681,730 741,594

１株当たり純資産額 （円） 878.18 1,994.34 1,964.13 2,881.79 2,715.27

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
－

(－)

－

（－）

－

(－)

－

(－)

－

(－)　

１株当たり当期純利益金

額（△損失）
（円） △570.43 89.26 △28.19 403.99 △156.67

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 87.81 － 398.47 －

自己資本比率 （％） 36.5 47.8 38.5 54.7 47.5

自己資本利益率 （％） △47.6 5.0 △1.4 17.1 △5.6

株価収益率 （倍） － 45.7 － 11.3 －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数 （人） 615 709 771 907 1,017

（注）１．第５期の記載金額は百万円未満を、１株当たり情報は小数点第2位未満をそれぞれ切り捨てて表示しており

ます。第６期より記載金額は百万円未満を、１株当たり情報は小数点第2位未満を四捨五入して表示しており

ます。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第５期、第７期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失

が計上されているため、記載しておりません。

４．第５期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。第７期及

び第９期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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５．第５期におきましては、1,310,720株の新株式（普通株式380,000株、種類株式930,720株）の発行をともなう第

三者割当増資を行い、資本金及び資本準備金としてそれぞれ32,768百万円の調達を図る一方、52,642百万円の

減資を行いました。この結果、資本金は19,875百万円減少しましたが、純資産額は36,309百万円の増加（自己

資本比率は36.5％）となりました。また、第４期に引き続いて広島工場のウエハ処理能力増強のための設備投

資を行った結果、総資産額は123,504百万円の増加となっております。

６．第６期におきましては、平成16年11月の東京証券取引所への普通株式上場に伴う公募増資及び平成16年12月

のオーバーアロットメントによる売出しについての第三者割当増資により31,850,000株の新株式を発行し、

資本金が40,609百万円、資本準備金が65,292百万円増加する一方、資本の欠損填補のために資本準備金29,226

百万円を取崩しました。増資による資金は主に当社の製造子会社である広島エルピーダメモリ㈱への貸付金

に充当されました。また、第６期は、生産能力増強の他、プレミアＤＲＡＭの拡販、原価低減に注力した結果、

売上高は前期比約2.4倍、当期純利益も29,226百万円の損失から6,813百万円の利益へと、大幅な増収増益を達

成いたしました。その結果、資本金は40,609百万円増加、純資産額は112,717百万円増加、そして総資産額は

184,763百万円増加いたしました。 

７．第７期におきましては、タームローン契約から30,000百万円及び日本政策投資銀行からの新規借入で20,000

百万円を調達し、主に広島エルピーダメモリ㈱への貸付金に充当いたしました。また、１年内返済予定の社債

及び長期借入金の返済資金として、第３回無担保社債発行により30,000百万円、第４回無担保社債発行により

10,000百万円を確保しました。その結果、売上高は前期比17.8%増の232,195百万円を計上しましたが、ＰＣ及

びサーバ向けＤＲＡＭの市況悪化による利益率の低下により経常損失2,627百万円を計上し（前期は経常利

益8,535百万円）、当期純損失2,719百万円（前期は当期純利益6,813百万円）を計上致しました。 

８．第８期におきましては、平成18年７月の新株式による公募増資及び同年８月のオーバーアロットメントによ

る売出しについての第三者割当増資により133,797百万円を調達いたしました。調達した資金は、主に当社の

製造子会社である広島エルピーダメモリ㈱への貸付金に充当いたしました。また、当期及び翌期に返済期日

が到来する借入金及びリース債務の返済資金として、平成19年１月に第5回無担保社債を発行し、30,000百万

円を調達いたしました。業績面では、前期に引き続きプレミアＤＲＡＭの拡販に注力するとともに、広島エル

ピーダメモリ㈱にて生産能力の拡大と生産プロセスの微細化を進め、大幅な生産量の増加とコスト低減を達

成したことにより、売上高は前期比約2倍、経常利益及び当期純利益共に大きく改善し、前期の赤字から黒字

に転換いたしました。その結果、資本金は67,770百万円増加、純資産額は183,149百万円増加、総資産額は

189,694百万円増加しました。

９．第９期におきましては、主要取引銀行4行からの新規借入により80,000百万円を調達し、広島エルピーダメモ

リ㈱への貸付金や、ＰＳＣ社との合弁会社であるRexchip社への出資金に充当いたしました。また、平成19年度

及び20年度に返済期日が到来する借入金及びリース債務の返済資金として、平成19年11月に第６回無担保社

債を発行し20,000百万円調達いたしました。販売面では、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格が大幅に下落する中、事業

の中核であるプレミアＤＲＡＭの拡販に注力し、生産面では、広島エルピーダメモリ㈱における一層の生産

性の向上と歩留まりの改善を進めるとともに、Rexchip社において生産を開始し、生産能力の急速な増強と歩

留まりの向上によるコスト低減を進めました。その結果、売上高は前期比16.1%減の393,937百万円となり、経

常損失20,256百万円（前期は経常利益48,833百万円）、当期純損失20,313百万円（前期は当期純利益48,172百

万円）を計上いたしました。 
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２【沿革】

年月 事項

平成11年12月 ＮＥＣ日立メモリ㈱を設立

平成12年４月 ＤＲＡＭ製品の開発事業を開始

平成12年５月 商号をエルピーダメモリ㈱に変更

平成12年６月 営業拠点としてドイツにElpida Memory（Europe）GmbHを設立

平成12年７月 営業拠点として香港にElpida Memory（Hong Kong）Co., Ltd.を設立

同上 営業拠点としてシンガポールにElpida Memory（Singapore）Pte. Ltd.を設立

同上 営業拠点として台湾にElpida Memory（Taiwan）Co., Ltd.を設立

平成12年９月 ＮＥＣグループ及び日立グループとの共同出資により、営業拠点として米国にElpida Memory

（USA）Inc.を設立

平成13年２月 直径300mmのウエハ対応の自社工場（E300ファブ）の建設に着手

同上

 平成13年３月

国内市場での販売業務開始

海外市場（北米、欧州、アジア）での販売業務開始

平成15年１月 E300エリア１での量産稼動を開始

平成15年３月 Powerchip Semiconductor Corporation（台湾）との間でＤＲＡＭ調達契約を締結

同上 三菱電機㈱よりＤＲＡＭ事業を譲受け、開発エンジニアを受け入れ

平成15年９月 生産を担当する子会社、広島エルピーダメモリ㈱を設立

平成15年11月 Intel Capital Corporation、Kingston Technology Corporation、日本電気㈱、㈱日立製作所、日本政策投資銀行

及びその他投資家等から総額約1,700億円（借入、リースを含む）の資金調達を完了

平成16年３月 Elpida Memory（USA）Inc.のＮＥＣグループ及び日立グループ株式持分を取得し、100％子会社化

平成16年６月 E300ファブ エリア１の隣接地において、エリア２およびエリア３の増設に着手

平成16年11月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成17年８月

 

ウエハ検査工程の専門企業として㈱テラプローブをKingston Technology Japan, LLC、
Powertech Technology Inc.及び㈱アドバンテストと合弁で設立

平成17年10月 E300エリア２での量産稼動を開始

平成18年10月 ㈱日立製作所より株式会社アキタ電子システムズ及びアキタ電子の子会社である株式会社アキタセミ
コンダクタの半導体後工程事業を譲受け、秋田エルピーダメモリ㈱として事業開始

 平成19年１月 Powerchip Semiconductor Corporationと台湾・中部サイエンスパーク内にＤＲＡＭ生産合弁会社

  Rexchip Semiconductor Corporationを設立することで正式合意

平成19年４月

 

平成19年８月

 

平成19年10月

 

平成20年２月

平成20年３月

平成20年４月

平成20年６月

広島エルピーダメモリ㈱のE200ファブ内の製造装置をCension Semiconductor Manufacturing 

Corporation（中国）へ譲渡

アジアおよびヨーロッパ地域の販売会社の統括を行うElpida Memory International B.V. をオランダに

設立

United Microelectronics Corporation（台湾）とＤＲＡＭ及び相変化メモリ（ＰＲＡＭ）の共同開発プロ

グラムについて基本合意

　営業拠点としてスイスにElpida Memory (Europe) Sàrlを設立

United Microelectronics Corporation（台湾）とロジックファンダリ事業の展開で基本合意

広島エルピーダメモリ㈱を吸収合併

Qimonda AG（ドイツ）とＤＲＡＭの共同開発に関する戦略的技術提携について契約を締結
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（エルピーダメモリ㈱）、国内子会社１社、海外子会社７社、持分

法適用会社２社により構成されており、ＤＲＡＭ製品の開発・設計、製造（前工程、プローブテスト及び後工程）、販

売を主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社の関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

（１）開発・設計

当社及び当社の子会社が担当しておりますが、他社や外部団体への研究開発の委託や、他社との共同技術開発も進

めています。

 

（２）製造

　  生産効率及び管理効率の向上のため、ＤＲＡＭ製造工程ごとに事業分担しています。

　　　　前工程……………当社広島工場及び持分法適用会社Rexchip Electronics Corporation（Rexchip社）で行っています。

Rexchip社は台湾の生産委託先ＰＳＣ社との合弁会社です。なお、当社は前工程を行う国内

子会社であった広島エルピーダメモリ㈱を2008年４月に吸収合併し、当社の工場の呼称を

「広島工場」といたしました。

 

　　　　プローブテスト…持分法適用会社である㈱テラプローブでは、広島工場で前工程処理された半製品のプローブテ

ストを行っています。Rexchip社では、同工程も行っています。

 

　　　　後工程……………ＤＲＡＭ製品の後工程は主に海外企業に委託していますが、先端パッケージは国内子会社の秋

田エルピーダメモリ㈱が行っています。

 

（３）販売

当社は国内顧客への販売、販売子会社及び販売特約店への製品供給を行っております。また海外子会社７社は、米

国、欧州、シンガポール、台湾、香港の各地域に存し、海外顧客への製品販売をしております。このうち

Elpida Memory International B.V. は、欧州及びアジア地域の販売会社を統括する目的で2007年８月に設立しました。

これにより当該地域の販売会社は同社の子会社となっております。また同社は2008年２月に拡大する欧州市場で

の競争力をさらに強化すべく、スイスにElpida Memory (Europe）Sàrlを設立しました。

 

　当社広島工場は、技術的難易度が高く高付加価値なデジタル家電・モバイル機器向けのＤＲＡＭ製品の生産に注力

しています。また、広島工場をマザーファブと位置付けた上で、Rexchip社及びＰＳＣ社へ技術提供を行っています。当

社は、両社から主にＰＣ向けＤＲＡＭ製品を購入し、売上高の拡大を図っております。
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［事業系統図］

（注１）連結子会社は、秋田エルピーダ、Elpida Memory (USA) Inc.、ならびにElpida Memory International B.V.およ　びその子

会社であるElpida Memory (Europe) Sàrl、Elpida Memory (Europe) GmbH、Elpida Memory (Hong Kong) Co., Ltd.、

Elpida Memory (Singapore) Pte. Ltd.、Elpida Memory (Taiwan) Co., Ltd.の８社です。　

（注２）*は当社の持分法適用会社を指しております。　

（注３）平成20年４月１日に前工程(ウェハ処理）生産を行う国内子会社であった広島エルピーダメモリ㈱を吸収合併し、

当社広島工場としております。　
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４【関係会社の状況】

平成20年３月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所
有（又は被
所有）割合

　

（％）

関係内容

（連結子会社　国内） 　 　 　 　 　

広島エルピーダメモリ

㈱（注）１．(注）４.

広島県

東広島市
325百万円

ＤＲＡＭを中心

とした半導体製

品の生産（前工

程）

100

当社製品（半導体前工

程）の生産会社でありま

す。役員の兼任は取締役１

名、監査役１名。　　　運転資

金及び設備資金の貸付が

あります。

秋田エルピーダメモリ

㈱

秋田県

秋田市
310百万円

ＤＲＡＭを中心

とした半導体製

品の生産（後工

程）

100

当社製品の（半導体後工

程）の生産会社（当社製

品他）であります。役員の

兼任は取締役１名、監査役

１名。運転資金及び設備資

金の貸付があります。

（連結子会社　海外）　 　 　 　  　

Elpida Memory (USA)

Inc.

（注）１．（注）３．

アメリカ合衆国

(カリフォルニ

ア州）

4百万米ドル
ＤＲＡＭ製品の

販売
100

北米地域における当社製

品の販売会社であります。

役員の兼任は取締役２名。

Elpida Memory 

(Europe) GmbH

（注）２.

ドイツ　　　

(デュッセルド

ルフ）

25,000ユーロ
ＤＲＡＭ製品の

販売

100

　    （100)

ヨ－ロッパ地域における

当社製品の販売会社であ

ります。役員の兼任は取締

役１名。

Elpida Memory 

(Taiwan)Co., Ltd.

（注）２．

台湾

(台北）

50百万

台湾ドル

ＤＲＡＭ製品の

販売

100

　    （100)

台湾を中心とするアジア

地域における当社製品の

販売会社であります。役員

の兼任は取締役２名、監査

役１名。

Elpida Memory 

(Singapore) Pte. 

Ltd.

　（注）２.

シンガポール

800千

シンガポール

ドル

ＤＲＡＭ製品の

販売

100

　    （100)

シンガポールを中心とす

るアジア地域における当

社製品の販売会社であり

ます。役員の兼任は取締役

２名。

Elpida Memory(Hong 

Kong)Co., Ltd.

　（注）２.

中華人民共和国

(香港）

3.5百万

香港ドル

ＤＲＡＭ製品の

販売

100

　　  （100)

香港を中心とするアジア

地域における当社製品の

販売会社であります。　　　　

　　　役員の兼任は取締役２

名。

Elpida Memory

(Europe）Sàrl

　（注）２.

スイス　　　(ジュ

ネーブ）

20千

スイスフラン

ＤＲＡＭ製品の

販売

100

　    （100)

ヨーロッパ地域における

当社製品の販売会社であ

ります。

Elpida Memory

International B.V.

オランダ　　(ア

ムステルダム）

　　　　

18千

ユーロ
販売会社統括 100

アジア及びヨーロッパ地

域における事業の統括・

支援を行っております。
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所
有（又は被
所有）割合

　

（％）

関係内容

 (持分法適用関連会社) 　 　 　  　

㈱テラプローブ
神奈川県

横浜市

9,600

百万円
半導体ウエハ検査 38.5

前工程のウエハ検査業務

の委託先であります。

Rexchip Electronics

Corporation

台湾

(台中県后里）

29,251百万

台湾ドル

ＤＲＡＭを中心

とした半導体製

品の生産（前工

程）

48.8

当社製品（半導体前工程）

の生産委託先であります。役

員の兼任は取締役３名、監査

役１名。債務保証をしており

ます。

　（注）１．特定子会社に該当しております。

　　　　２. 議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数であります。

３. Elpida Memory (USA)Inc.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 70,495百万円

　 (2）経常利益 1,676百万円

　 (3）当期純利益 949百万円

　 (4）純資産額 4,280百万円

　 (5）総資産額 14,761百万円

　　　　４. 平成20年４月１日に当社は広島エルピーダメモリ㈱を吸収合併しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

部門 従業員数（人）

設計開発・技術部門 1,304  

製造部門 1,573  

営業・管理部門 600  

合計 3,477  

　（注）１．事業の種類別セグメントはＤＲＡＭを中心とした半導体単一事業のため、事業の種類別セグメント別の記載

は省略しております。

２．従業員数は就業人員であります。

３．従業員数が前連結会計年度末比較で250人増加した主な理由は、製造部門の新規採用によるものです。　　ま

た、広島エルピーダメモリ㈱における組織改正により設計開発・技術部門と製造部門の区分の見直しを行っ

たことにより製造部門が増加し、設計開発・技術部門が減少しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1,017 37.8 4.46 7,971

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．臨時従業員については、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．従業員の平均勤続年数については当社への在籍期間のみで算出しております。

５．従業員数が前期末比較で110人増加した主な理由は、設計開発・技術部門の人員増であります。

(3）労働組合の状況

　労使関係は円満に推移しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１）業績

　①当連結会計年度の概要

当社関連市場では、ＤＲＡＭの最大の需要先であるＰＣの出荷台数はノート型を中心に堅調に伸張しましたが、

昨今のＤＲＡＭベンダーの積極的な生産能力増強投資による供給過剰の環境下、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格は大幅に

下落しました。一例を挙げると、ＰＣ向け主要製品である512ＭビットＤＤＲ２型ＳＤＲＡＭのスポット価格は、平

成19年度の一年を通して約70％*下落し、12月には１ドルを切る水準となりました。また、今後主流になる１Ｇビッ

ト品も、昨秋以降、512Ｍビット品の価格を後追いする形で急速に価格が下落しました。 

このような状況のもと、当社グループは、販売面では事業の中核であるプレミアＤＲＡＭの拡販に注力し、生産面

では広島エルピーダメモリ㈱における一層の生産性の向上と歩留まりの改善を進めました。加えて台湾のＰＳＣ社

との合弁会社であるRexchip社において生産を開始し、その生産能力の急速な増強と歩留まりの向上によるコスト低

減を進めました。このような改善活動等の成果により、当連結会計年度の出荷ビット数量は前連結会計年度比102％

増となりました。

上記のように当社グループは一丸となって、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格下落による業績への影響を最小限に抑える

べく努力してまいりましたが、この価格下落の幅が大きかったため、結果として、売上高は前連結会計年度比17.3％

減の405,481百万円となり、売上総利益は同72.8％減の33,340百万円となりました。また営業損失は24,940百万円（前

年度は営業利益68,420百万円）、経常損失は合弁会社であるRexchip社を主とする持分法投資損失6,613百万円の計上

と円高による為替差損4,455百万円の計上等により、39,623百万円（前年度は経常利益63,636百万円）となりました。

なお、当連結会計年度は特別損益として、平成19年４月にCension Semiconductor 　Manufacturing Corporationへ譲渡し

た200mmウェハ対応装置を主とする固定資産売却益21,179百万円、固定資産除却損2,287百万円等を計上しておりま

す。これにより、当期純損失は23,542百万円（前年度は当期純利益52,943百万円）となりました。 

 *出展：DRAMeXchange

②製品分野別の状況

（プレミアＤＲＡＭ）

当連結会計年度のモバイル機器向けビジネスでは、時期により需要の強弱はありましたが、年間を通して概観す

ると、カメラモジュール搭載携帯電話や第３世代携帯電話などハイエンド機種の出荷増や、新興市場でのミドルレ

ンジ機種の普及拡大を背景に、ＤＲＡＭ需要は前連結会計年度より拡大し、売上高も増加しました。

また、デジタル家電向けビジネスでは、家電製品の高機能化、高性能化が進むのに伴い、デジタルテレビ、デジタル

カメラ、カーナビ、ゲーム機器向けでＤＲＡＭ需要が増加し、売上も堅調に増えました。

　この結果、当連結会計年度におけるプレミアＤＲＡＭの売上高は過去最高となる前連結会計年度比12.3％増の

223,809百万円となり、全売上高に占める比率は55.2％となりました。

　

（コンピューティングＤＲＡＭ）

当連結会計年度においては、Windows Vista™がインストールされたＰＣ１台当たりのＤＲＡＭ搭載容量が大幅に

増加し、ＰＣの出荷台数もノートＰＣを中心に堅調に伸びました。これを背景に、ＰＣメーカー及びモジュールメー

カーからのＤＲＡＭ需要が拡大しましたが、市場での供給過剰によりＰＣ向けＤＲＡＭの販売価格は大幅に下落し

ました。

　この結果、当連結会計年度におけるコンピューティングＤＲＡＭの売上高は前連結会計年度比37.5％減の181,672

百万円となり、全売上高に占める比率は44.8％となりました。

なお、当期より「デジタル家電・モバイル機器分野」と「その他」を統合して「プレミアＤＲＡＭ」、「サーバ

分野」と「ＰＣ分野」を統合して「コンピューティングＤＲＡＭ」としており、前連結会計年度につきましても同

様の区分で集計して当連結会計年度の数値と比較しております。

　

 (２)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純損失の計上（前年度は黒字）、投資有価証

券の取得及び有形固定資産の取得による支出が増加したため、長期借入金による収入等の要因により一部相殺され

たものの、前連結会計年度末に比べ68,591百万円減少し、当連結会計年度末には96,955百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッシュ・フ

ローは、当連結会計年度は177,292百万円の支出となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローとの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた現金及び現金同等物は83,102百万円（前年度比16.8％減）となりました。これは主に、前

連結会計年度と比較して、減価償却費及びその他の償却費が16,312百万円増加し、売上債権の増減額が50,957百万円
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の増加から33,423百万円の減少に転じたものの、税金等調整前当期純損失が21,067百万円（前年度は58,346百万円の

利益）となり、また、たな卸資産が19,342百万円増加したことによるものです。たな卸資産の増加要因としましては、

広島エルピーダメモリ㈱の生産能力拡大、Rexchip社からの半製品購入開始、E200ファブで生産していた製品の在庫

積み増し（顧客への継続サポートのため）等があげられます。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した現金及び現金同等物は260,394百万円（前年度比90.5％増）となりました。これは、広島

エルピーダメモリ㈱のE200ファブの製造装置売却を主とする有形固定資産の売却による収入が18,446百万円増加し

たものの、同社のE300ファブの生産設備への投資を主とする固定資産の取得による支出が67,256百万円増加し、

Rexchip社への出資に伴う投資有価証券の取得による支出が79,438百万円増加したためです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた現金及び現金同等物は110,654百万円（前年度比22.2％増）となりました。これは、新株

の発行による収入が133,895百万円減少し、社債の発行による収入も9,962百万円減少しましたが、長期借入金による

収入80,000百万円（前年度の借入はなし）、セール・アンド・リースバック取引による収入の増加48,136百万円、長

期借入金及びリース債務の返済と社債の償還による支出の減少（合計で35,805百万円減少）等によるものです。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　半導体事業の生産工程は大きく前工程と後工程に区分して管理されており、前工程で生産された半製品を、一部ウ

エハの状態で売却するものを除き、後工程で製品化し完成品として出荷しております。当社グループでは前工程生

産は広島エルピーダメモリ㈱にて実施、また後工程は主に外部会社に生産委託しておりますが、一部先端パッケー

ジについては秋田エルピーダメモリ㈱にて行っております。外部委託会社への前工程済半製品の支給は有償または

無償にて行っております。また、一部の製品につきましては、持分法適用会社であるRexchip社を含む海外ファンダリ

から購入しております。各社との取引額の単純合計額がそのまま連結生産実績とはならないため、半導体製品完成

品の合計額と比較できません。

(2）受注状況

　当社及び連結子会社の生産・販売品目は、同種の製品であっても、その容量、構造等は必ずしも一様ではなく、また

受注生産形態をとらない製品も多く、品目ごとに受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。
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(3）販売実績

　当社グループの事業はＤＲＡＭを中心とした半導体事業のみでありますが、売上については対象製品市場別に集

計しております。なお、当期より「デジタル家電・モバイル機器分野」と「その他」を統合して「プレミアＤＲＡ

Ｍ」、「サーバ分野」と「ＰＣ分野」を統合して「コンピューティングＤＲＡＭ」としており、前連結会計年度に

つきましても同様の区分で集計しております。

区分

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

前連結会計年度比増減

　

　

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

　

プレミアＤＲＡＭ

　　　　     百万円

199,262
　　　　　　　　％

40.7
　           百万円

223,809
　　　　　　　　％

55.2
　           百万円

24,547
　　　　　　　　％

12.3

コンピュ－ティングＤＲＡＭ 290,777 59.3 181,672 44.8 △109,105 △37.5

合計 490,039 100.0 405,481 100 △84,558 △17.3

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　 相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

　
Kingston Technology

Corporation 
96,492 19.7 49,566 12.2

　 ㈱東芝 22,666 4.6 44,236 10.9
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３【対処すべき課題】

当社グループは、競争環境の厳しいＤＲＡＭ市場において、さらなる地位の確立と収益の安定化を図るため、以下

の重点課題に取り組んでまいります。

　

① 次世代プロセス以降の研究開発

プロセスの微細化とともに半導体製造技術の難易度は益々高くなっており、半導体企業各社の研究開発費は増加

の一途を辿っております。ＤＲＡＭ製造において50ナノ世代以降のプロセス開発は、技術的ハードルの克服と開発費

の確保という課題を同時に解決することが求められています。

当社ではこの課題の解決策のひとつとして、50ナノプロセス開発に関しては、平成19年10月に台湾の
United Microelectronics Corporation（以下、「ＵＭＣ社」)と覚書を締結し、同プロセス以降で必要とされる銅配線（
Cu）及び低誘電率膜（Low-k）技術を使った先端ＤＲＡＭの共同開発を開始しました。40ナノ世代以降の研究開発に
ついては、平成19年４月よりプロセス開発のソリューションを探るため、欧州の研究機関ＩＭＥＣのＣＭＯＳリサー
チプラットフォームに参加しています。また平成20年６月にQimonda社と４Ｆ2メモリセル技術を適用した40ナノ世
代及び30ナノ世代プロセスの共同開発に関する戦略的技術提携について、契約を締結致しました。
これら微細化プロセスやメモリセル構造の革新といった技術開発に加えて、半導体チップの積層化によるメモリ

の大容量化、多機能化、コストダウンを追求しようというアプローチも盛んになっており、当社では、「ＴＳⅤ（

Through Silicon Via: 貫通電極）」と呼ばれる三次元スタックパッケージの開発に注力しています。

今後も適切な方策を選択し、研究開発体制の確立に繋げてまいります。

　

② 次世代メモリの開発

技術が進化を続ける中、メモリ分野ではＤＲＡＭとフラッシュメモリ両方の特性を兼ね備えた次世代メモリが提

唱されています。当社では次世代メモリ開発のひとつとして、現在ＣＤ－ＲＷやＤＶＤディスクで利用されている相

変化膜を用いる相変化メモリ（ＰＲＡＭ）技術をOvonyx,Inc.（米国）より導入し、平成19年10月からＵＭＣ社と共同

で次世代超低消費電力メモリの開発に取り組んでおります。当社の相変化膜に関するこれまでの成果とＵＭＣ社の

高性能ＣＭＯＳロジック技術を合わせることにより、相変化メモリ技術の製品化がより一層促進されるものと期待

しております。

また、相変化メモリの他に、キャパシタレスＤＲＡＭ（ＺＲＡＭ）や抵抗変化型メモリ（ＲＲＡＭ）といった新し

い技術についても開発動向を注視し、その動向に対応すべく柔軟な研究体制を構築してまいります。

　

③ 中国市場における事業展開

中国は、他の多くの産業と同様にＤＲＡＭ産業にとっても大きなビジネス拡大の場です。これまで当社グループは

この市場に参入するための十分な製品供給能力を有しておりませんでしたが、グループ内の生産能力の拡大ととも

に、本格的な参入が可能になってきたと考えています。今後は中国市場において、ＤＲＡＭ企業としてのプレゼンス

を確立すべく、積極的なマーケティング活動を進めてまいります。

　

④ 事業基盤の強化

ＤＲＡＭ用途の半分以上を占めるＰＣ向け製品は、需給バランスの変動に価格が左右されやすく、業績に大きな影

響を与えています。一方、今後益々高度な微細化等の技術が要求されるに伴い、製造装置価格は一層高額となってい

くことが予想されています。このことにより、市況悪化の際には、市況回復時に備えた生産能力の拡張が困難となる

だけでなく、コスト低減のための微細化投資が不十分となる可能性もあります。

このような状況下、当社グループは事業基盤をより強化することが急務であると考えており、この方策のひとつと

して、事業の中核であるプレミアＤＲＡＭにより一層注力するとともに、設備投資の効率的な回収と事業の安定化を

図るべく、平成20年３月にＵＭＣ社と共同で日本国内の顧客を対象としたロジックファンダリ事業へ本格参入する

ことを決定しました。当社は生産やマーケティング活動を含む事業ノウハウに関するサポートを同社から受けるこ

とで、この事業を展開してまいります。　
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、別段の記載のない限り本書提出日時点において当社グループが判断したものであ

ります。

 （市況変動）

当社グループは、ＤＲＡＭ産業の市況変動の周期性から悪影響を受ける可能性があります。歴史的に見ても、設備投

資とそれによる生産増が実現する時期がずれるため、市況とミスマッチが生じて需給バランスが崩れることが周期的

にありました。この結果、需要が供給を大きく下回ると、販売価格の下落が生じることになります。

（販売価格低下）

ＤＲＡＭ製品の世界的な生産量増加や需要の減少により販売価格が低下する可能性があります。需給変動が発生す

る可能性のあるタイミングとしては、例えばオリンピックのような大きなイベントの後があります。販売価格の低下

は、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

（市場競争）

当社グループは、ＤＲＡＭ市場において世界規模で極めて熾烈な競争を行っております。競合会社とは、製品の性能

や品質、コスト、生産能力及び技術力等の様々な面で競争を繰り広げており、その中で当社グループのＤＲＡＭ市場に

おける地位が相対的低下を招く可能性があります。またＤＲＡＭ市場において、当社グループが充分な競争力を確保

できない場合は、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

  （販売先への依存）

 　　 現在当社グループは、大手のエレクトロニクスメーカを主要顧客として事業を展開しております。当社グループの

　　主要顧客のいずれかが、当社グループからのＤＲＡＭ製品の購入を大きく減少させた場合、または何らかの理由によ

　　り顧客自身の事業継続等に変化が生じた場合等には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及

    ぼす可能性があります。

（原材料・部品及び生産設備等）

原材料・部品及び生産設備等の事業に必要な要素を計画通りに調達できない場合、また調達できても調達価格が大

幅に上昇する場合、当社グループの生産活動に支障が生じ、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響

を及ぼす可能性があります。

（技術変化や技術水準）

　半導体産業における急速な技術の変化や技術水準の向上に適切に対応できない可能性があります。技術及び業界標

準や顧客ニーズは急速に変化するために、当社グループの製品が、陳腐化したり、投入前に競争力を喪失したり、ＤＲ

ＡＭ以外の新技術を用いた製品により代替される可能性があります。その場合、当社グループの事業展開、経営成績及

び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

  （資金調達、投資収益）

ＤＲＡＭの製造設備に多額の投資を計画しております。資金調達、拡大計画の実行やこの投資からの収益が期待通

りとなる保証はありません。その場合、設備投資費用が十分に回収できないこと等により、当社グループの事業展開、

経営成績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

（外部委託）

当社グループは、半導体生産工程の一部を外部に委託しております。外部生産委託先における品質低下、事業中断、

生産能力の不足などが発生した場合、当社グループ製品の製造及び供給に悪影響を及ぼし、当社グループの事業展開、

経営成績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。また当社グループは、一部の研究開発や業務につ

いて社外に業務委託を行っております。当社グループの求める水準で委託サービスが継続されることや委託費用が増

加しないことについての保証は無く、これらのいずれかに反する事柄が生じた場合は、当社グループの事業展開、経営

成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

  （ＤＲＡＭ製品の製造遅延・中断または欠陥等）

  　　生産設備あるいは生産工程等において何らかの問題が発生し、当社製品の生産が著しく低下、遅延または中断した

　　場合、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また、出荷した製品に欠陥または

　　顧客の仕様を満たせない事態が生じた場合は、製品の交換または顧客への補償等のコスト負担の発生のみならず、製

　　品及び当社グループに対する信頼性が損なわれ、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす

　　可能性があります。
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  （人材の確保・育成・活用等）

 　　 半導体業界においては、マネジメント、技術、マーケティング及び営業その他において高い能力を有する人材を獲

　　得するための厳しい競争があり、特に、電子工学、物性物理、精密機械工学などの分野に関する素養、経験を有する

　　優秀な人材の獲得を巡る競争には、激しいものがあります。当社グループが適時に適切な人材を確保・育成・維持

　　し、活用等できない場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

　　す。

（知的財産権）

当社グループが適時に出願中の特許の登録を受けられるとは限らず、また現在受けている特許及び商標登録が、将

来においても当社の知的財産権を保護するに十分であるとも限りません。また、技術主導型産業においては、特許や他

の知的財産権に関する訴訟ないし紛争がしばしば起こります。現在もしくは将来において当社グループが関与する訴

訟やその他法的手続きが当社グループにとって不利な結果に終わった場合、当社グループの事業展開、経営成績及び

財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

（競争制限行為に関する調査）

当社は、米国独占禁止法違反容疑につき、平成18年１月、米国司法省との間で和解にいたりましたが、これに関連し、

当社及びElpida Memory (USA) Inc.に対し、独占禁止法にかかる損害賠償請求訴訟が、集団訴訟等の形で、提起されてお

ります。また、欧州やカナダの司法当局から独占禁止法関連の調査を受けております。現時点では、上記のいずれにも

結論は出ておりませんが、集団訴訟等から発生する可能性のある諸費用に備えるために2,319百万円を当連結会計年度

に引当金として計上しております。これらのＤＲＡＭ業界に対して行われている競争制限行為に関する訴訟や調査

は、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

（自然災害等）

地震、台風等の自然災害、事故及びその他当社グループがコントロールできない事由が、当社グループの事業展開、

経営成績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。特に当社グループの生産拠点は、主に広島地区に

立地しており、当地で災害が発生した場合、操業の停止等多くの損害を受ける可能性があります。また、当社グループ

は損害保険に加入しておりますが、考えうる全ての損失について保険に加入しているわけではありません。また、当社

グループの受ける損失の全てが保険により補填される保証はありません。

  （環境規制等）

  　　当社グループは、その事業・製品について、環境に関する国内外の法令や地域の条例等による規制の対象となって

　　いる他、自治体との間で環境に関する協定書を締結しています。今後当該規制が強化または変更された場合は、当社

　　グループが所有する資産の価値が低下する可能性や環境整備のための追加コストが発生する可能性があり、当社グル

　　ープの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

  （海外展開）

  　　当社グループは、日本の他、北米、アジア及び欧州において事業展開しておりますが、これらの国・地域におい　

　　て、政情や治安が不安定になったり、貿易、雇用等現地での事業展開に影響する法令や政策が変更されたり、また、

　　経済状況が悪化する等事業環境が変化した場合は、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼ

　　す可能性があります。

（為替レートの変動）

為替レートの変動は、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。例え

ば、当社グループの海外売上高の相当部分は外貨建で占められている一方、外貨建による費用支払いは売上と比較し

て小さいため、為替レートの著しい変動により海外売上高・利益および海外拠点の売上高・利益に影響を及ぼす可能

性があります。

（金利変動等）

当社グループは、多額な設備投資用の資金調達手段の一つとして社債の発行や金融機関からの借入を行っておりま

す。このため、金利の著しい変動等、何らかの事象が生じた場合、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に重

大な悪影響を及ぼす可能性があります。

（戦略的提携）

当社グループは、研究開発及び製造の分野で共同出資関係を含む戦略的提携を行っており、今後も、事業の特性に応

じた最適な事業形態をめざし、あらゆる分野での戦略的提携の可能性を検討していきます。提携先との間で、資金調

達、技術管理、製品開発方針等の経営戦略について不一致が生じ、提携関係を維持できなることがあり、そのことが当

社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）技術導入契約

契約社名 相手先 契約締結日 契約概要

当社
Rambus Inc.

（米国）
平成12年10月31日

ＳＤＲ／ＤＤＲ 製品に関する特許
実施権の許諾

(2）技術供与契約

契約社名 相手先 契約締結日 契約概要

当社

Powerchip 

Semiconductor 

Corporation

（台湾）

平成17年３月31日
ＤＲＡＭの設計及び製造プロセス

に関する技術の供与及び実施許諾

当社

Powerchip 

Semiconductor 

Corporation

（台湾）

平成18年11月16日
ＤＲＡＭの設計及び製造プロセス

に関する技術の供与及び実施許諾

(3）相互技術援助契約

契約社名 相手先 契約締結日 契約概要

当社
Intel Corporation

（米国）
平成16年６月11日 特許権の相互実施許諾

当社
㈱日立製作所及び㈱ル

ネサステクノロジ
平成16年６月１日 特許権の相互実施許諾

当社
日本電気㈱及びＮＥＣ

エレクトロニクス㈱
平成16年６月１日 特許権の相互実施許諾

当社
Freescale Semiconductor,

 Inc.　（米国）
平成17年６月30日 特許権の相互実施許諾

当社
Texas Instruments, Inc.

（米国）
平成18年３月23日 特許権の相互実施許諾

(4)合弁契約

契約社名 相手先 契約締結日 契約概要

当社
Powerchip Semiconductor 

Corporation（台湾）
平成19年1月25日

ＤＲＡＭ生産合弁会社の設立・

運営

(5)合併契約

契約社名 相手先 契約締結日 契約概要

当社 広島エルピーダメモリ㈱ 平成19年9月27日 当社を存続会社とする吸収合併
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６【研究開発活動】

(1）研究開発活動の方針

　技術革新スピードの早いＤＲＡＭ産業において常に顧客ニーズを満たし、かつコスト競争力を維持するために

は、先端技術力で競合他社に対して優位性を有していることが必須となります。当社では、最先端ＤＲＡＭ製品を

世界に先駆けて開発することを方針とし、コア技術となる最先端・高機能・高性能ＤＲＡＭの生産プロセス、回

路設計技術の研究開発のほか、次世代メモリ製品に関する研究開発にリソースを集中してまいります。中でも、製

品の大容量化、高速化、低消費電力化に重点をおいております。

(2）研究開発体制

　当社では、要素プロセス技術、先端トランジスタデバイス、先端メモリデバイス等の基礎技術開発をテクノロ

ジー&ディベロプメントOfficeで行い、モバイル機器、デジタル家電、サーバＰＣなど各マーケットに特化した３つ

の事業部がそれぞれのアプリケーションに特化した技術の開発を受け持っています。また、後工程を担う秋田エ

ルピーダメモリ㈱とは、チップ積層品など先端パッケージ開発と組み立て技術の研究を共同で進めております。

将来を見据えた次世代技術、材料をはじめとする基礎研究等、外部委託が可能な分野については、業界トップの
技術力を持つメーカーや団体、大学等の連携により、包括的な研究協力体制を構築し、技術基盤を強化していま
す。平成19年10月には、ＵＭＣ社とＤＲＡＭ及び相変化メモリ（ＰＲＡＭ）の共同開発プログラムで基本合意し
ました。当社は現在ＵＭＣ社の銅配線（Cu）/低誘電率膜（Low-k）技術の提供を受け、50ナノメートルプロセス
の開発を進めており、平成20年末までの開発完了、翌年３月までの広島工場における量産開始を計画しておりま
す。平成20年６月にはドイツQimonda社と４Ｆ２セルを適用した40ナノメートル以降のＤＲＡＭプロセス開発に関
して、共同開発に関する技術提携について契約を締結致しました。当契約に基づき、両社は平成22年中の40ナノプ
ロセスの開発完了を目指します。また、平成19年４月からは、欧州の独立系ナノエレクトロニクス研究機関である
ＩＭＥＣ（本部：ベルギー）と複数年にわたる共同研究プログラムの契約をし、同機関のリサーチプラットホー
ムでの研究を進めております。　

　

(3）主な研究開発の成果

・秋田エルピーダメモリ㈱が、世界最薄1.4mm厚で20枚のチップを積層したパッケージ開発に成功（平成19年４

月23日発表）

・２ＧビットＤＤＲ２ ＳＤＲＡＭで世界最高速の１０６６Ｍｂｐｓ動作を達成。従来の最高速グレードである

ＤＤＲ２－８００に比べメモリ単体で30％の速度向上を果たし、当社従来品の２ＧビットＤＤＲ２ ＳＤＲＡＭ

に比べ、消費電力を20％削減　（平成19年９月25日発表）

・ラムバス社（米国）のＸＤＲTMメモリアーキテクチャを採用した世界最速のＤＲＡＭで ある５１２Ｍビット
4.8ＧＨｚ動作 ＸＤＲ ＤＲＡＭを発表（平成19年10月５日発表）
・世界初、超低電圧1.2ボルト駆動の５１２ＭビットＤＤＲ２ Ｍｏｂｉｌｅ ＲＡＭTMを  開発。従来のＤＤＲＭ
ｏｂｉｌｅ ＲＡＭと同等の消費電力で５３３Ｍｂｐｓの高速動作を実現（平成19年10月30日発表）
・65ナノプロセスを用いた１ＧビットＤＤＲ２ ＳＤＲＡＭを開発（平成19年11月７日発表、同製品は、平成20年

１月より量産を開始）

・Ｍｏｂｉｌｅ ＲＡＭ最大のビット幅、×６４ビットＩ/ＯのワイドビットＭｏｂｉｌｅ ＲＡＭを製品化。高バ

ンド幅を必要とする画像処理系のメモリに最適なソリューションを提供。従来の×３２ビット構成品に比べ２

倍の性能を実現、同時に超低電圧1.2ボルトＩ/Ｏ化を実現し、高性能、低消費電力を両立（平成20年１月16日発

表）

 (4）研究開発費

　当連結会計年度の研究開発費は29,943百万円でした。主に先端ＤＲＡＭの要素技術・プロセス・製品の研究開

発、製品設計及び設計技術の開発、高付加価値・コスト競争力のある製品開発に使用致しました。
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(5）アプリケーション別ＤＲＡＭ開発計画

今後の市場動向に合わせたアプリケーション別ＤＲＡＭ開発計画は、次のとおりです。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　以下の記載には、将来に関する事項も含まれており、これらの将来に関する記載事項は、別段の記載のない限り本書

提出日時点において当社グループが判断したものであります。これらの将来に関する記載事項には不確実性が内在し

ており、本書の「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」その他の個所に記載された内容を含む様々な要因により、将

来において生じる当社グループの実際の財政状態及び経営成績等とは一致しない可能性があります。

(1）概要

　当社は、サーバ向け、デジタル家電・モバイル機器向け及びＰＣ向けＤＲＡＭ製品の開発・設計、製造及び販売を

行っています。当社グループの事業の種類別セグメントはＤＲＡＭを中心とした半導体事業のみであり、当社はこ

れらを単一セグメントとして経営を管理し営業成績を把握しています。

　技術革新スピードの速いＤＲＡＭ事業において、リーディングカンパニーとして勝ち残っていくためには、継続的

な最先端技術への研究開発投資が不可欠となります。また、生み出した最先端技術の製品化及び量産化により研究

開発投資の回収を図るためには、継続的かつ大規模な設備投資が必要となります。

　平成11年12月にＮＥＣと日立の合弁会社としてスタートした当社は、このＤＲＡＭ事業にあって特に最先端技術

力をコアコンピタンスとし、この優位性による他社との差別化を維持継続するために、設立以降、積極的に研究開発

投資を続けてまいりました。

　また、生産面では、当社グループは、最先端技術力を利益へと繋げるべく、平成15年１月に、広島県東広島市のE300

ファブにおいて当社開発の先端ＤＲＡＭ製品の本格的量産を開始致しました。さらに平成17年10月にE300エリア２

についても量産を開始し、その後もE300ファブへの設備投資を継続的に行い生産能力の拡大を図ってまいりまし

た。また、より安定的な収益構造の確立と顧客への製品の安定供給を実現するために、海外メーカとファンダリ契約

を締結し、価格競争力のあるＰＣ分野向けＤＲＡＭ製品を当社ブランドで販売する体制を構築しております。さら

に、平成19年５月にＰＳＣ社との合弁契約に基づき、Rexchip社に出資して、価格競争力のあるＤＲＡＭ製品の生産体

制を強化しております。なお、200mmファブ内の設備につきましては、経営資源をE300ファブへ集中するため、平成

19年４月に中国のCension Semiconductor Manufacyuring Corporation（Cension社）に譲渡致しました。

当連結会計年度におきましては、ＤＲＡＭの最大の需要先であるＰＣの出荷台数はノート型を中心に堅調に伸張

しましたが、昨今のＤＲＡＭベンダーの積極的な生産能力増強投資による供給過剰の環境下、ＰＣ向けＤＲＡＭの

価格は大幅に下落しました。一例を挙げると、ＰＣ向け主要製品である512ＭビットＤＤＲ２型ＳＤＲＡＭのスポッ

ト価格は、平成19年度の一年を通して約70％*下落し、12月には１ドルを切る水準となりました。また、今後主流にな

る１Ｇビット品も、昨秋以降、512Ｍビット品の価格を後追いする形で急速に価格が下落しました。 

このような状況のもと、当社グループは、販売面では事業の中核であるプレミアＤＲＡＭの拡販に注力し、生産面

では広島エルピーダメモリ㈱における一層の生産性の向上と歩留まりの改善を進めました。加えて台湾のＰＳＣ社

との合弁会社であるRexchip社において生産を開始し、その生産能力の急速な増強と歩留まりの向上によるコスト低

減を進めました。このような改善活動等の成果により、当連結会計年度の出荷ビット数量は前連結会計年度比102％

増となりました。

上記のように当社グループは一丸となって、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格下落による業績への影響を最小限に抑える

べく努力してまいりましたが、この価格下落の幅が大きかったため、結果として、売上高は前連結会計年度比17.3％

減の405,481百万円となり、売上総利益は同72.8％減の33,340百万円となりました。また営業損失は24,940百万円（前

年度は営業利益68,420百万円）、経常損失は合弁会社であるRexchip社を主とする持分法投資損失6,613百万円の計上

と円高による為替差損4,455百万円の計上等により、39,623百万円（前年度は経常利益63,636百万円）となりました。

なお、当連結会計年度は特別損益として、平成19年４月にCension社へ譲渡したE200mmファブ内の装置係る売却益を

主とする固定資産売却益21,179百万円、固定資産除却損2,287百万円等を計上しております。これにより、当期純損失

は23,542百万円（前年度は当期純利益52,943百万円）となりました。 

*出展：DRAMeXchange
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(2）重要な会計方針

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成さ

れております。当該連結財務諸表の作成に当たっては、資産負債の計上額、貸借対照表日における偶発資産及び偶発

債務にかかる開示、並びに会計年度にかかる損益の計上額に影響を及ぼす見積や仮定が用いられております。これ

らの見積や仮定は、過去の経験やその他の合理的と思われる種々の要因に基づいて設定されており、毎期、継続的な

見直しが行われております。実際の結果は、これらの見積や仮定と異なることがあります。

　当社グループは、以下の重要な会計方針にかかる見積や仮定の変更が、連結財務諸表に重要な影響を及ぼすことも

あると考えております。

①　たな卸資産

　たな卸資産は先入先出法あるいは平均法に基づく低価法により評価されております。また、過剰なたな卸資産、

並びに滞留及び陳腐化したたな卸資産については、将来の需要予測、市場環境、技術面の変化及び製品サイクルの

変化に基づいて評価損を計上しています。

②　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を検討し、評価性引当金を設定することにより減額しております。

評価性引当金の必要性を検討するに当たり、将来の課税所得、過年度の税引前利益の累計額及びタックスプラン

ニングを考慮しております。繰延税金資産の回収可能性の検討は毎期行っており、計上されている繰延税金資産

の金額と回収見込み金額との差額は、法人税等調整額に計上され、当期純利益を増減させることになります。

③　退職給付債務 

  当社及び国内連結子会社の従業員退職給付債務及び費用は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金

資産の期待収益率に基づいて算出しております。実際の結果が前提条件と相異した場合、または前提条件を変更

した場合、その影響額は数理計算上の差異として認識し、将来にわたり均等に償却することから、退職給付債務及

び費用に影響を及ぼします。

(3）業績報告

各連結会計年度における業績は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

売上高（百万円） 490,039 405,481

売上原価（百万円） 367,432 372,141

売上総利益（百万円） 122,607 33,340

販売費及び一般管理費（百万円） 54,187 58,280

営業利益（百万円） 68,420 △24,940

その他の収益（△費用）（百万円） △10,074 3,873

税金等調整前当期純利益（△損失）
（百万円）

58,346 △21,067

法人税、住民税及び事業税（百万円） 5,403 2,475

当期純利益（△損失）（百万円） 52,943 △23,542

①　売上高

・概要

　当連結会計年度における売上高は、405,481百万円となり、前連結会計年度から84,558百万円（17.3％）減少しま

した。

　地域別では、日本国内の顧客への売上高は156,847百万円（前連結会計年度比13,600百万円減少）、北米の顧客へ

の売上高は71,672百万円（前連結会計年度比80,401百万円減少）、欧州の顧客向けの売上高は30,428百万円（前連

結会計年度比3,427百万円減少）、アジアの顧客への売上高は146,534百万円（前連結会計年度比12,870百万円増

加）となり、北米地域で売上高が大幅に減少いたしました。

・対象製品市場ごとの売上高及び構成比
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区分

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

前連結会計年度比増減

　

　

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

プレミアＤＲＡＭ

百万円 　　　　　   ％ 百万円 　　　　　   ％ 百万円 　　　　　   ％

199,262 40.7　 223,809 55.2 24,547 12.3　

コンピューティングＤＲＡＭ 290,777 59.3 181,672 44.8 △109,105 △37.5

合計 490,039 100.0 405,481 100.0 △84,558 △17.3

　当社グループでは、売上高について、当期より「デジタル家電・モバイル機器分野」と「その他」を統合して

「プレミアＤＲＡＭ」、「サーバ分野」と「ＰＣ分野」を統合して「コンピューティングＤＲＡＭ」と称してお

ります。製品市場ごとに、価格水準、市場の動向、及び販売方法は異なっており、売上高を対象製品市場ごとに分類

して把握することは、営業管理において有用であると当社グループでは考えております。

　当連結会計年度のモバイル機器向けビジネスでは、時期により需要の強弱はありましたが、年間を通して概観す

ると、カメラモジュール搭載携帯電話や第３世代携帯電話などハイエンド機種の出荷増や、新興市場でのミドル

レンジ機種の普及拡大を背景に、ＤＲＡＭ需要は前連結会計年度より拡大し、かかる売上高も増加しました。ま

た、デジタル家電向けビジネスでは、家電製品の高機能化、高性能化が進むのに伴い、デジタルテレビ、デジタルカ

メラ、カーナビ、ゲーム機器向けでＤＲＡＭ需要が増加し、売上も堅調に増えました。この結果、当連結会計年度に

おけるプレミアＤＲＡＭの売上高は過去最高となる223,809百万円（前連結会計年度比12.3%増）となり、前売上

高に占める比率は55.2%となりました。 

　コンピューティングＤＲＡＭ製品につきましては、当連結会計年度において、Windows Vista™がインストールさ

れたＰＣ１台当たりのＤＲＡＭ搭載容量が大幅に増加し、ＰＣの出荷台数もノートＰＣを中心に堅調に伸びまし

た。これを背景に、ＰＣメーカー及びモジュールメーカーからのＤＲＡＭ需要が拡大しましたが、市場での供給過

剰によりＰＣ向けＤＲＡＭの販売価格は大幅に下落しました。この結果、当連結会計年度におけるコンピュー

ティングＤＲＡＭの売上高は前連結会計年度比37.5%減の181,672百万円となり、全売上高に占める比率は44.8%と

なりました。 

　

②　売上原価

　当連結会計年度における売上原価は372,141百万円で、前連結会計年度の367,432百万円と比較すると、1.3%ある

いは4,709百万円の増加となりました。

③　売上総利益

　上記の諸要因により、当連結会計年度における差引売上総利益は33,340百万円となり、前連結会計年度の122,607

百万円と比較すると、89,267百万円減少しました。また、前連結会計年度は25.0％だった売上総利益率は、8.2％に悪

化しました。

④　販売費及び一般管理費

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は58,280百万円であり、前連結会計年度の54,187百万円と比較

すると、4,093百万円の増加となりました。主な増加の要因は、貸倒引当金繰入額が2,559百万円増加したことによ

ります。

⑤　営業利益（損失）

　上記の諸要因により、当連結会計年度における営業損失は24,940百万円となり、前連結会計年度の営業利益

68,420百万円と比較すると、93,360百万円悪化しました。

⑥　営業外収益（費用）

当連結会計年度における営業外収益は2,905百万円となり、前連結会計年度の営業外収益2,654百万円と比較す

ると251百万円増加しました。これは主に、受取利息が121百万円増加したこと、金利スワップ評価益484百万円を

計上したことによります。

当連結会計年度における営業外費用は17,588百万円となり、前連結会計年度の営業外費用7,438百万円と比較す

ると10,150百万円の増加となりました。これは主に持分法による投資損失6,613百万円を計上したこと、及び為替

差損が2,971百万円増加したことによります。

⑦　特別利益（損失）

当連結会計年度における特別利益は21,514百万円となり、前連結会計年度に比較して21,311百万円増加しまし

た。これは、主にＥ200ファブの製造設備の売却益からなる固定資産売却益が21,042百万円増加したことが主な理
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由です。

当連結会計年度における特別損失は2,958円となり、前連結会計年度の特別損失5,493百万円と比較すると2,535

百万円減少しました。これは、主に訴訟和解引当金繰入額が2,487百万円減少したこと等によります。

⑧　税金等調整前当期純利益（損失）

　上記の諸要因により、当連結会計年度における税金等調整前当期純損失は21,067百万円となり、前連結会計年度

の税金等調整前当期純利益58,346百万円と比較すると、79,413百万円の悪化となりました。

⑨　法人税、住民税及び事業税

　当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税（法人税等調整額を含む）は2,475百万円であり、前連結会計

年度の5,403百万円と比較すると、2,928百万円減少しました。

⑩　当期純利益（損失）

　上記の諸要因により、当連結会計年度における当期純損失は23,542百万円であり、前連結会計年度の当期純利益

52,943百万円と比較すると、76,485百万円の悪化となりました。
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(4）キャッシュ・フロー

　各連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、次のとおりです。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
99,867 83,102

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△136,656 △260,394

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
90,570 110,654

為替相場変動の現金及び現金同等物へ

の影響額（百万円）
322 △1,953

現金及び現金同等物の増減額　　　（△は

減少）（百万円）
54,103 △68,591

現金及び現金同等物の期首残高

（百万円）
111,443 165,546

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
165,546 96,955

　前連結会計年度及び当連結会計年度においては、当社グループは営業活動及び投資活動から生じたキャッシュ・フ

ローの合計であるフリーキャッシュ・フローの支出超を、財務活動により増加したキャッシュ・フローで賄っており

ます。

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して収入が16,765百万円減少

し、83,102百万円となりました。これは主に、前連結会計年度に比べて、減価償却費及びその他の償却費が16,312百万円

増加し、売上債権の増減額が50,957百万円の増加から33,423百万円の減少に転じたものの、税金等調整前当期純損失

21,067百万円を計上したこと（前連結会計年度は税金等調整前当期純利益58,346百万円を計上）、また、たな卸資産が

19,342百万円増加したことによるものです。たな卸資産の増加要因は、広島エルピーダメモリ㈱のE300ファブの生産能

力拡大、Rexchip社からの半製品の購入開始、E200ファブで生産していた製品の在庫積み増し（顧客への継続サポート

のため）等によるものです。

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して支出が123,738百万円増

加し、260,394百万円の支出超となりました。これは、広島エルピーダメモリ㈱のE200ファブの製造装置売却を主とする

有形固定資産の売却による収入が18,446百万円増加したものの、同社のE300ファブの生産設備への投資を主とする固

定資産の取得による支出が67,256百万円増加し、Rexchip社への出資に伴う投資有価証券の取得による支出が79,438百

万円増加したためです。

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して収入が20,084百万円増

加し、110,654百万円となりました。これは主に、新株の発行による収入が133,895百万円減少し、社債の発行による収入

も9,962百万円減少しましたが、長期借入金による収入80,000百万円（前年度の借入はなし）、セール・アンド・リー

スバック取引による収入の増加48,136百万円、長期借入金及びリース債務の返済と社債の償還による支出の減少（合

計で35,805百万円減少）等によるものです。

(5）設備投資

 　当社及び連結子会社は、生産能力の拡大、生産プロセスの微細化及び研究開発の強化を目的として、継続的に設備投

資を行っており、平成20年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）においては、総額65,000百万円の設備投

資を行う予定です。

(6）流動性及び資金の源泉

① 流動性管理

 　当社は、機動的な設備投資と資金所要の変動への対応を可能とするため、手許流動性、すなわち、現金及び現金

同等物の必要水準の目安を、連結売上高の3～5か月分としています。当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、

96,955百万円であり、当連結会計年度売上高の約2.9ヶ月分に相当しますが、これは、翌連結会計年度以降の設備投

資支出及び借入金、リース債務の返済に備えるためです。

　当社は、現金及び現金同等物に加え、複数の金融機関とのコミットメントラインを総額160,000百万円保有してい

ます。当連結会計年度末現在、160,000百万円全額が未使用枠です。その内、①50,000百万円は、コミット期間364日、

借入期間も短期のコミットメントラインであり、残り②110,000百万円は、平成21年３月31日までのコミット期間

に平成24年３月31日を返済期限とする借入を実行できる、いわゆるタームローンのコミットメントラインです。
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①は、短期運転資金のバックアップであり、②は、設備資金のバックアップです。なお、これらのコミットメントラ

イン契約には、財務制限条項として純資産維持条項が設けられています。

② 資金調達

　当社は、当社の主要な事業資産である固定資産に対応した、長期・安定的な資金を確保するように努めていま

す。その際、株主資本比率、ネットＤ／Ｅレシオ等の財務指標を考慮しています。

当連結会計年度における資金調達として、当社は、平成20年３月に主要取引銀行４行からシンジケート方式の新

規借入により80,000百万円を調達いたしました。また、平成19年11月には第６回無担保社債（社債間限定同順位特

約付）20,000百万円の発行を行いました。その結果、当連結会計年度末の自己資本および自己資本比率は347,727

百万円および46.1％、有利子負債は289,061百万円、ネットＤ／Ｅレシオ0.55倍となりました。

　また、当社は、資本市場からの資金調達を円滑にするため、㈱日本格付研究所より格付を取得しており、長期格付

はBBB+、短期格付はJ-2です。

(7）四半期財務情報 

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の四半期財務情報 

　
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　
第１四半期
（未監査）

第２四半期
（未監査）

第３四半期
（未監査）

第４四半期
（未監査）

損益計算書情報     

売上高（百万円） 109,482 111,555 94,047 90,397

売上総利益（△損失）（百万円） 17,455 19,764 5,180 △9,059

販売費及び一般管理費（百万円） 13,712 13,624 14,120 16,824

営業利益（△損失）（百万円） 3,743 6,140 △8,940 △25,883

税金等調整前四半期純利益（△純損失）

（百万円）
22,426 1,216 △13,019 △31,690

四半期純利益（△純損失）（百万円） 14,554 3,274 △12,129 △29,241

貸借対照表情報     

純資産額（百万円） 396,654 395,342 383,258 347,875

総資産額（百万円） 772,228 774,388 772,927 754,379

その他の財務情報     

減価償却費及びその他の償却費

（百万円）
22,066 23,010 24,059 24,946

　当連結会計年度におきましては、ＤＲＡＭの最大の需要先であるＰＣの出荷台数はノート型を中心に堅調に伸張し

ましたが、昨今のＤＲＡＭベンダーの積極的な生産能力増強投資による供給過剰の環境下、ＰＣ向けＤＲＡＭの価格

は大幅に下落しました。一例を挙げると、ＰＣ向け主要製品である512ＭビットＤＤＲ２型ＳＤＲＡＭのスポット価格

は、平成19年度の一年を通して約70％*下落し、12月には１ドルを切る水準となりました。また、今後主流になる１Ｇ

ビット品も、昨秋以降、512Ｍビット品の価格を後追いする形で急速に価格が下落しました。 

　このような状況のもと、当社グループは、販売面では事業の中核であるプレミアＤＲＡＭの拡販に注力し、生産面で

は広島エルピーダメモリ㈱における一層の生産性の向上と歩留まりの改善を進めました。加えて台湾のＰＳＣ社との

合弁会社であるRexchip社において生産を開始し、その生産能力の急速な増強と歩留まりの向上によるコスト低減を進

めました。このような改善活動等の成果により、当連結会計年度の出荷ビット数量は前連結会計年度比102％増となり

ました。

　この結果、第１四半期から第２四半期までは売上高、営業利益共に増加しましたが、第３四半期以後減収減益に転じ、

第４四半期は、上述の価格下落の影響を大きく受け、売上総利益、営業利益及び四半期純利益がいずれも赤字をとなり

ました。

　*出展：DRAMeXchange
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度におきましては、Ｅ300ファブの生産能力増強と70ナノプロセス対応のための装置転換を中心に設備

投資を行い、その総額は160,375百万円となりました。これにより平成20年３月現在のＥ300ファブの月産生産能力は約

11万枚、うち75%が70ナノプロセス（一部65ナノ）対応になっています。また、当社は当連結会計年度におきまして

Rexchip社へ81,831百万円の出資を行いました。この出資金は、主に同社の生産設備の購入資金に充当されております。

同社は平成19年７月に量産を開始し、平成20年３月現在、約７万５千枚の月産生産能力を有しています。

　また、広島エルピーダメモリ㈱は、平成19年４月にＥ200ファブ内の機械装置を中国のCension Semiconductor　　　　　　　　

　Manufacturing Corporationへ譲渡いたしました。譲渡した装置の搬出は段階的に行われ、平成20年中には完了する見込

みです。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社

（東京都中央区）

事務所及び研究開発設備並びにＩ

Ｔ関連投資を含む無形固定資産
40 －

－

(-)　
801 841 156

開発センター

（神奈川県相模原市）

事務所及び研究開発設備並びにＩ

Ｔ関連投資を含む無形固定資産
310 1,905

－

(-)　
811 3,026 567

広島開発センター

（広島県東広島市）

事務所及び研究開発設備並びにＩ

Ｔ関連投資を含む無形固定資産
－ 10,118

－

(-)　
148 10,266 237

関西支店/関西デザインセ

ンター 

（大阪市淀川区）

事務所及び研究開発設備並びにＩ

Ｔ関連投資を含む無形固定資産
61 368

－

(-)　
－ 429 46

中部支店 

（名古屋市中村区） 
事務所 － －

－

(-)　
－ － 1

 東北デザインセンター 

 (秋田県秋田市）

 事務所及び研究開発設備並びにＩ

Ｔ関連投資を含む無形固定資産
－ 39

－

(-)　
－ 39 10

(2）国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

広島エルピーダ

メモリ㈱

本社工場

（広島県東広島市）

半導体生産設備及び

ＩＴ関連投資を含む

無形固定資産

70,294 249,042
4,000

(193,678)
3,050 326,386 2,046

秋田エルピーダ

メモリ㈱

本社工場

 (秋田県秋田市）

 半導体生産設備及

びＩＴ関連投資を含

む無形固定資産

836 4,293
205

(44,173)
255 5,589 324

(3）在外子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

Elpida Memory 

(USA) Inc.

アメリカ合衆国

カリフォルニア州
事務関係設備など 37 62

－

(-)　
11 110 40

Elpida Memory 

(Europe) GmbH

ドイツ連邦共和国 　

デュッセルドルフ
事務関係設備など － －

－

(-)　
2 2 12

Elpida Memory 

(Taiwan) co., 

Ltd.

台湾

台北
事務関係設備など － －

－

(-)　
－ － 16

Elpida Memory 

(Singapore) 

Pte.Ltd.

シンガポール

　
事務関係設備など － －

－

(-)　
－ － 10
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会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

Elpida Memory 

(Hong Kong) 

Co., Ltd.

中華人民共和国

香港
事務関係設備など 3 －

―

(-)　
－ 3 10

Elpida Memory 

(Europe) Sàrl

スイス

ジュネーブ
事務関係設備など  7

―

(-)　
11 18 2

　（注）１．帳簿価格のうち「その他」は、ソフトウェアであります。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりませ

ん。

２．上記の他、オペレーティング・リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

会社名 名称 リース期間
当連結会計年度支
払リース料
（百万円）

当連結会計年度末
未経過リース料残
高（百万円）

広島エルピーダメ

モリ㈱
半導体製造設備

平成15年５月～

平成21年10月　他
17,222 48,658

３【設備の新設、除却等の計画】

当社及び連結子会社は、生産能力の拡大、生産プロセスの微細化及び研究開発の強化を目的として、継続的に設備投

資を行っております。平成20年３月31日現在、当社及び連結子会社は翌連結会計年度において、総額65,000百万円の設

備投資を予定しており、その内訳は次の通りです。 

会社名 所在地 設備の内容
投資予定金額
（百万円）

完成予定年月 資金調達方法

エルピーダメモリ㈱　

東京都中央区

神奈川県相模原市

広島県東広島市　

半導体製造設備、

同研究開発設備

及びIT関連投資　

58,500 平成21年3月　 　自己資金

秋田エルピーダメモリ㈱　 秋田県秋田市　
半導体製造装置

及びIT関連投資　
6,500 平成21年3月 　自己資金

　合計 　 　 65,000 　 　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 129,770,400 129,805,900
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 129,770,400 129,805,900 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）に関する事項

は、次のとおりであります。

　平成16年３月19日臨時株主総会、普通株式種類株主総会、Ａ種類株式種類株主総会、Ｂ種類株式種類株主総会、Ｃ

種類株式種類株主総会及びＤ種類株式種類株主総会の各決議

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 22,243個 21,888個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 785個 786個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,224,300株 2,188,800株

新株予約権の行使時の払込金額 2,500円 同左

新株予約権の行使期間 自平成16年４月１日　至平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　2,500円

資本組入額　1,250円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総議決権の

50％超を直接又は間接に保有している会社の取締役、監

査役、執行役員又は従業員の地位にあることを要する。た

だし、地位喪失の理由が、取締役、監査役又は執行役員に

ついては任期満了による退任（委任契約期間の満了を理

由とする退任及び委任契約期間中の解任を含む。）、従業

員については定年による退職又は会社都合による退職で

ある場合には、この限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受

けた者が被相続人となる相続においてのみ、これを認め

る。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承

継することができない。

新株予約権の質入れその他一切の処分は、これを認めな

い。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割

当を受ける者との間で締結するエルピーダメモリ㈱新株

予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）に関する事項

は、次のとおりであります。

　平成17年6月28日定時株主総会

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 6,949個 6,949個　

新株予約権のうち自己新株予約権の数 172個 175個　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 694,900株 694,900個　

新株予約権の行使時の払込金額 3,766円 同左　

新株予約権の行使期間 自平成19年10月１日　至平成25年９月30日
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区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　3,766円

資本組入額　1,883円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総株主の議決

権の過半数を直接又は間接に保有している会社の取締

役、監査役、執行役員又は従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由がある場合はこの限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受

けた者が被相続人となる相続においてのみ、これを認め

る。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承

継することができない。

新株予約権の質入れその他一切の処分は、これを認めな

い。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割

当を受ける者との間で締結するエルピーダメモリ㈱新株

予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）に関する事項

は、次のとおりであります。

　平成18年6月27日定時株主総会の決議

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 939個 934個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 93,900株 93,400株

新株予約権の行使時の払込金額 5,130円 同左

新株予約権の行使期間 自平成20年10月１日　至平成25年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　6,895円

資本組入額　3,448円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総株主の議決

権の過半数を直接又は間接に保有している会社の従業

員、執行役員、取締役又は監査役の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由がある場合はこの限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受

けた者が被相続人となる相続においてのみ、これを認め

る。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承

継することができない。

新株予約権の質入れその他担保権を設定している場合

は、行使を認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割

当を受ける者との間で締結するエルピーダメモリ㈱新株

予約権付与契約書に定めるところによる。
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区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）に関する事項

は、次のとおりであります。

　平成19年6月28日定時株主総会の決議

区分
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数 983個 981個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 98,300株 98,100株

新株予約権の行使時の払込金額 5,222円 同左

新株予約権の行使期間 自平成21年10月１日　至平成25年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　6,147円

資本組入額　3,084円

新株予約権の行使の条件

割当日から権利行使時に至るまでの間、当社又は当社が

その総株主の議決権の過半数を直接又は間接に保有して

いる会社の従業員、執行役員、取締役又は監査役の地位に

あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受

けた者が被相続人となる相続においてのみ、これを認め

る。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承

継することができない。

割当日から権利行使時に至るまでの間、新株予約権の質

入れその他担保権を設定した場合は、行使を認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割

当を受ける者との間で締結するエルピーダメモリ㈱新株

予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得について、取締役会の承認

を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年９月30日

（注）１.
380,000 2,300,000 9,500 76,000 9,500 39,000

平成15年９月30日

（注）２.
224,000 2,524,000 5,600 81,600 5,600 44,600

平成15年９月30日

（注）３.
424,900 2,948,900 10,622 92,222 10,622 55,222

平成15年９月30日

（注）４.
120,420 3,069,320 3,010 95,233 3,010 58,233

平成15年11月８日

（注）５.
10,000 3,079,320 250 95,483 250 58,483

平成15年11月８日

（注）６.
151,400 3,230,720 3,785 99,268 3,785 62,268

平成16年３月19日

（注）７.
61,383,680 64,614,400 － 99,268 － 62,268

平成16年３月23日

（注）８.
－ 64,614,400 △52,642 46,625 － 62,268

平成16年６月21日

（注）９.
－ 64,614,400 － 46,625 △29,226 33,042

平成16年11月14日

（注）10.
29,150,000 93,764,400 37,166 83,791 59,757 92,799

平成16年12月17日

（注）11.
2,700,000 96,464,400 3,443 87,234 5,535 98,334

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）12.

4,000 96,468,400 5 87,239 5 98,339

平成18年７月24日

（注）13.
30,000,000 126,468,400 62,340 149,579 62,286 160,625

平成18年８月22日

（注）14.
2,300,000 128,768,400 4,779 154,358 4,775 165,400

平成18年４月１日～

平成19年３月31日

（注）15.

520,500 129,288,900 651 155,009 651 166,051

平成19年４月１日～

平成20年３月31日

（注）16.

481,500 129,770,400 602 155,611 602 166,653

（注）１．有償第三者割当　普通株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　日本電気㈱、㈱日立製作所

２．有償第三者割当　Ｂ種類株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　Intel Capital Corporation

３．有償第三者割当　Ｃ種類株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　Kingston Technology Corporation、キヤノン㈱、松下電器産業㈱、その他８社

４．有償第三者割当　Ｄ種類株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　アクアリムコ・テクノロジー１号投資事業有限責任組合、その他27社

５．有償第三者割当　Ｃ種類株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　Hexon Technology Pte. Ltd.

６．有償第三者割当　Ｄ種類株式　発行価額50,000円　資本組入額25,000円

割当先　ＤＢＪ事業再生投資事業組合、その他12社

７．株式分割　１：20

８．平成16年２月17日臨時株主総会において、欠損金の一掃により財務体質の健全化を図ることを目的として、
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52,642百万円の減資を決議しており、平成16年３月23日に効力が発生しております。

９．平成16年６月21日の定時株主総会において、損失処理案として、資本準備金29,226百万円を資本の欠損の填補

のために使用することを決議しております。

10．平成16年11月14日　株式会社東京証券取引所市場第一部への普通株式上場に伴う有償一般募集（ブックビル

ディング方式による募集）

発行価格3,500円　割当価格3,325円  発行価額2,550円　資本組入額1,275円　払込金総額96,923百万円

11．上記株式会社東京証券取引所市場第一部への普通株式上場に伴う有償一般募集増資とあわせて実施した

オーバーアロットメントによる売出しについての有償第三者割当　普通種類株式 

発行価格3,500円　割当価格3,325円　発行価額2,550円　資本組入額1,275円　払込金総額8,978百万円

12．新株予約権の行使による増加であります。

13．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集（グローバルオファリング））

発行価格        4,331円

発行価額     4,154.20円

資本組入額      2,078円

14．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格        4,331円

発行価額     4,154.20円

資本組入額      2,078円

割当先       野村證券株式会社

15．新株予約権の行使による増加であります。

16．新株予約権の行使による増加であります。

17．平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が35.5千株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ44百万円増加しております。

18．記載金額は百万円未満を、平成16年度以前については切り捨てて、平成17年度以後については四捨五入して

表示しております。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株式

の状況（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 85 59 316 418 8 32,182 33,068 －

所有株式数

（単元）
 - 702,131 13,040 121,507 341,103 18 119,807 1,297,606 9,800

所有株式数の

割合（％）
 - 54.12 1.00 9.36 26.29 0.00 9.23 100.00 －

（注）１．自己株式840株は、「個人その他」に8単元及び「単元未満株式の状況」に40株を含めて記載しておりま

す。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行(株)

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目１１番３号 16,553,800 12.76

日本トラスティ・サービス信託銀行

(株)　（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番１１号 15,951,700 12.29

みずほ信託　退職給付信託日立製作所

口　再信託受託者　資産管理サービス信

託 

東京都中央区晴海１丁目８－１２　

晴海アイランド　トリトンスクエア　

オフィスタワーＺ棟

12,800,000 9.86

日本電気(株) 東京都港区芝５丁目７ー１ 7,740,020 5.96

日本トラスティ・サービス信託銀行

(株)　（信託口４）
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 4,150,200 3.20

指定単受託者中央三井アセット信託銀

行(株)１口
東京都港区芝３丁目２３－１ 2,850,400 2.20

資産管理サービス信託銀行(株)　（信

託Ｙ口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２　

晴海アイランド　トリトンスクエア　

オフィスタワーＺ棟

2,594,300 2.00

資産管理サービス信託銀行(株)

（年金特金口）

東京都中央区晴海一丁目８番１２号

　晴海アイランド　トリトンスクエア

　オフィスタワーＺ棟

2,556,100 1.97

キヤノン(株) 
東京都大田区下丸子３丁目３０－２

 
1,800,000 1.39

ジェーピー　モルガン　チェース　バン

ク　３８００５５

２７０　ＰＡＲＫ　ＡＶＥＮＵＥ，　

ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，ＮＹ　，１００１

７，　ＵＮＩＴＥＤ　ＳＴＡＴＥＳ　

ＯＦ　ＡＭＥＲＩＣＡ　　　　　　　　　

1,779,500 1.37

計 － 68,776,020 53.00

（注）１．大和住銀投信投資顧問株式会社から、平成20年３月６日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20　年

２月29日現在で、6,567,700株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における

実質所有者株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

 

　　なお、大和住銀投信投資顧問株式会社の大量保有報告書の内容は以下の通りであります。

 

　　　大量保有者　　　大和住銀投信投資顧問株式会社

　　　住所　　　　　　東京都千代田区霞が関三丁目２番１号

　　　保有株券等の数　株式　6,567,700株

　　　株券等保有割合　5.06%
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２．三菱UFJ信託銀行株式会社及びその共同保有者である三菱UFJ投信株式会社、エム・ユー投資顧問株式会社及

び三菱UFJアセット・マネジメント（UK）から、平成19年７月30日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、平成19年７月23日現在で、それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社

として当期末時点における実質所有者株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 三菱UFJ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,881,200 3.77

 三菱UFJ投信株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 410,300 0.32

 エム・ユー投資顧問株式会社  東京都中央区日本橋室町三丁目２番１５号 818,200 0.63

 三菱UFJアセット・マネジメント

（UK）

 12-15Finsbury Circus, London, EC2M 7BT, Un

 ited Kingdom
177,400 0.14

３．モルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者であるモルガン・スタンレー・アンド・カンパ

ニー・インコーポレーテッド、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ピーエ

ルシー、エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファイナンス・サービセズ　I　（ケイマン）・リミテッ

ド、エムエス・エクイティー・ファイナンシング・サービセズ（ルクス）エス・アー・エール・エル及びモ

ルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッドから、平成19年12月７日付の大量保有

報告書の写しの送付があり、平成19年11月30日現在で、それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有者株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 モルガン・スタンレー証券株式会

 社

 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号恵比寿ガー

 デンプレイスタワー
1,232,550 0.95

 モルガン・スタンレー・アンド・

 カンパニー・インコーポレーテッ

 ド

 1585 Broadway, New York, NY 10036 3,557,707 2.74

 モルガン・スタンレー・アンド・

 カンパニー・インターナショナ

 ル・ピーエルシー

 25 Cabot Square Canary Wharf London E14 4Q

 A U.K.
1,642,967 1.27

 エムエスディーダブリュ・エクイ

 ティー・ファイナンス・サービセ

 ズ　I（ケイマン）・リミテッド

 c/o M&C Corporate Services Limited P.O. Bo

 x 309GT Ugland House, South Church Stree

 t George Town, Grand Cayman

0 0.00

 エムエス・エクイティー・ファイ

 ナンシング・サービセズ（ルク

 ス）エス・アー・エール・エル

 8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 Luxembourg 0 0.00

 モルガン・スタンレー・インベス

 トメント・マネジメント・リミテ

 ッド

 25 Cabot Square Canary Wharf London E14 4Q

 A U.K.
148,500 0.11

４．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネジメン

ト株式会社から、平成19年10月22日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成19年10月15日現在で、それ

ぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所

有者株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号 136,400 0.11

 NOMURA INTERNATIONAL PLC
 NOMURA House 1,st.Martin’ s-le Grand Londo

 n EC1A 4NP,England
641,300 0.49

 野村アセットマネジメント株式会

 社
 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 8,844,400 6.82

５．JPモルガン信託銀行株式会社及びその共同保有者であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社、

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケー）リミテッド、ジェー・ピー・モルガン・ホ
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ワイトフライヤーズ・インク、ジェー・ピー・モルガン・チェース・バンク・ナショナル・アソシエイショ

ン、ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージメント・インク、ジェー・ピー・モルガン・セ

キュリティーズ・リミテッドから、平成20年３月12日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年３

月５日現在で、それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末

時点における実質所有者株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 JPモルガン信託銀行株式会社
 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号　東京ビ

 ルディング
11,496,800 8.86

 JPモルガン・アセット・マネジメ

 ント株式会社

 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号　東京ビ

 ルディング
324,800 0.25

 ジェー・ピー・モルガン・アセッ

 ト・マネジメント（ユーケー）リ

 ミテッド

 英国、EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・ウォー

 ル　125
409,100 0.32

 ジェー・ピー・モルガン・ホワイ

 トフライヤーズ・インク

 アメリカ合衆国 ニューヨーク州　10017 ニュ

 ーヨーク　パーク・アベニュー270
51,687 0.04

 ジェー・ピー・モルガン・チェー

 ス・バンク・ナショナル・アソシ

 エイション

 アメリカ合衆国オハイオ州コロンバス市ポラリ

 ス・パークウェー1111
160,900 0.12

 ジェー・ピー・モルガン・インベ

 ストメント・マネージメント・イ

 ンク

 アメリカ合衆国10167ニューヨーク州　ニュー

 ヨーク　パークアベニュー245
632,400 0.49

 ジェー・ピー・モルガン・セキュ

 リティーズ・リミテッド

 英国、EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・ウォー

 ル　125
448,989 0.35

６．キャピタル・リサーチ・アンド・マネジメント・カンパニー及びその共同保有者であるキャピタル・ガー

ディアン・トラスト・カンパニー、キャピタル・インターナショナル・リミテッド、キャピタル・インター

ナショナル・インク及びキャピタル・インターナショナル・エス・エイから、平成19年12月7日付の大量保

有報告書の写しの送付があり、平成19年11月30日現在で、それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有者株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 キャピタル・リサーチ・アンド・

 マネージメント・カンパニー

 アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスアンジ

 ェルス、サウスホープ・ストリート333
2,012,200 1.55

 キャピタル・ガーディアン・トラ

 スト・カンパニー

 アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスアンジ

 ェルス、サウスホープ・ストリート333
6,528,100 5.03

 キャピタル・インターナショナ

 ル・リミテッド

 英国SW1X 7GG、ロンドン、グロスヴェノー・プ

 レイス40
1,054,600 0.81

 キャピタル・インターナショナ

 ル・インク

 アメリカ合衆国カリフォルニア州90025、ロス

 アンジェルス、サンタ・モニカ通り11100、15

 階

1,688,300 1.30

 キャピタル・インターナショナ

 ル・エス・エイ

 スイス国、ジュネーブ1201、プラス・デ・ベル

 グ3
237,800 0.18

７．ゴールドマン・サックス証券株式会社及びその共同保有者であるGoldman Sachs International、

Goldman Sachs & Co.及びゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社から、平成20年４月４

日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年３月31日現在で、それぞれ以下のとおり株式を保有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有者株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 ゴールドマン・サックス証券株式

 会社

 東京都港区六本木六丁目10-1　六本木ヒルズ森

 タワー
591,233 0.46
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氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

 Goldman Sachs International
 Peterborough Court, 133 Fleet Street, Lond

 on EC4A 2BB UK
4,385,419 3.38

 Goldman Sachs & Co.
 8 5 Broad Street, New York, New York 1000 

 4, U.S.A.
2,547,900 1.96

 ゴールドマン・サックス・アセッ

 ト・マネジメント株式会社

 東京都港区六本木６－１０－１　六本木ヒルズ

 森タワー
292,800 0.23

８．上記日本マスタートラスト信託銀行(株)(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行(株)(信託口)、みずほ信

託　退職給付信託日立製作所口　再信託受託者　資産管理サービス信託、日本トラスティ・サービス信託銀行

(株)(信託口４)、指定単受託者中央三井アセット信託銀行(株)１口、資産管理サービス信託銀行(株)(信託Ｙ口)

及び資産管理サービス信託銀行(株)(年金特金口)の所有株式数は、すべて各社が信託を受けているものです。

９．前事業年度末現在主要株主であった(株)日立製作所は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　   800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株   129,759,800 1,297,593 （注）１．

単元未満株式 普通株式       9,800 － （注）２．

発行済株式総数 129,770,400 － －

総株主の議決権 － 1,297,598 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれています。ただ

し、これらの株式に係る議決権の個数（5個）は、上表の「議決権の数」欄に含まれていません。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社名義の株式が40株含まれています。

　　②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エルピーダメモリ

(株)

東京都中央区八重

洲二丁目２番１号
800 - 800 0.00

計 － 800 - 800 0.00
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　平成16年３月19日臨時株主総会、普通株式種類株主総会、Ａ種類株式種類株主総会、Ｂ種類株式種類株主総会、Ｃ

種類株式種類株主総会及びＤ種類株式種類株主総会の各決議

平成16年３月23日発行

決議年月日 平成16年３月19日

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　３名

監査役　　　　　　　　　　２名

使用人　　　　　　　　　 589名

　子会社の役員　　　　　　   5名

　子会社の使用人           898名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

当社取締役に対し885,000株、当社監査役に対し21,200

株、当社使用人に対し1,763,800株、子会社の役員に対

し187,600株、子会社の使用人に対し372,400株、合計

3,230,000株

（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額 2,500円（注）２．

新株予約権の行使期間
自　平成16年４月１日

至　平成23年３月31日

新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 （注）３．

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．各新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株数」という。）は100株とする。当社が当社普通株式の株

式分割又は株式併合を行う場合、付与株数は次の算式により調整される。ただし、かかる調整は、当該調整の

時点で権利行使していない各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「未発行付与株数」という。）につい

てのみ行われ、調整により生じる１株の端数は切り捨てる。

　 調整後

付与株式数
＝
調整前

付与株式数
×
株式分割又は

株式併合の比率

　

２．当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

株式分割又は併合の比率

３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する条件は以下のとおりであります。

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総議決権の50％超を直接又は間接に保有してい

る子会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位にあることを要する。ただし、地位喪

失の理由が、取締役、監査役又は執行役員については任期満了による退任（委任契約期間の

満了を理由とする退任及び委任契約期間中の解任を含む。）、従業員については定年による

退職又は会社都合による退職である場合には、この限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受けた者が被相続人となる相続にお

いてのみ、これを認める。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承継すること

ができない。

新株予約権の質入れその他一切の処分は、これを認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結するエ

ルピーダメモリ㈱新株予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項
新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

　平成17年６月28日定時株主総会の決議

平成17年８月25日発行

決議年月日 平成17年８月24日
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付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　 　　　　３名

監査役　　　　　 　　　　　２名

使用人　　　　　　　　　  692名

　子会社の役員　　　　　　　　5名

　子会社の使用人　　　　　1,293名　　　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

当社取締役に対し300株、当社監査役に対し200株、当

社使用人に対し378,400株、子会社の役員に対し8,000

株、子会社の使用人に対し308,300株、合計695,200株

（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額 3,766円（注）２．

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月１日

至　平成25年９月30日

新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 （注）３．

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．各新株予約権の目的となる株式の数（以下、「付与株数」という。）は100株とする。当社が当社普通株式の株

式分割又は株式併合を行う場合、付与株数は次の算式により調整される。ただし、かかる調整は、当該調整の

時点で権利行使していない各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「未発行付与株数」という。）につい

てのみ行われ、調整により生じる１株の端数は切り捨てる。

　 調整後

付与株式数
＝
調整前

付与株式数
× 株式分割又は株式併合の比率

　

２．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を含まない。）

を行うときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    

既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株あたり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
× 新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　また、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

株式分割又は併合の比率

３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総株主の議決権の過半数を直接又は間接に保

有している会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受けた者が被相続人となる相続に

おいてのみ、これを認める。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承継する

ことができない。

 新株予約権の質入れその他一切の処分は、これを認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する

エルピーダメモリ㈱新株予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項
新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

　平成18年６月27日定時株主総会の決議

平成18年９月27日発行

決議年月日 平成18年８月31日

付与対象者の区分及び人数
使用人　　　　  140名

子会社の使用人　409名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
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株式の数

当社使用人に対し44,800株、子会社使用人に対し

54,100株、合計98,900株

（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額 5,130円（注）２．

新株予約権の行使期間
自　平成20年10月１日

至　平成25年９月30日

新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 （注）３．

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．本新株予約権１個当たりの新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、100株とす

る。

また、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式に

より調整される。ただし、かかる調整は、当該調整の時点で権利行使していない各新株予約権の目的たる株式

の数（以下「未発行付与株式数」という。）についてのみ行われ、調整により生じる１株の端数は切り捨て

る。

　 調整後

付与株式数
＝
調整前

付与株式数
×
株式分割又は

株式併合の比率

　

２．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を含まない。）

を行うときは、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    

既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
× 新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」に読み替えるものとする。

　　また、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

１

株式分割又は併合の比率

３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する条件は以下のとおりであります。

　

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社がその総株主の議決権の過半数を直接又は間接に保有

している会社の従業員、執行役員、取締役又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受けた者が被相続人となる相続にお

いてのみ、これを認める。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承継すること

ができない。

新株予約権の質入れその他担保権を設定している場合は、行使を認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結するエ

ルピーダメモリ㈱新株予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

　平成19年６月28日定時株主総会の決議

平成19年９月26日発行

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　　1名

使用人　　　　　　　　　　146名

子会社の役員　　　　　　　  3名

子会社の使用人　　　　　  684名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
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株式の数

当社取締役に3,000株、当社使用人に23,400株、子会社

の役員に対し3,000株、子会社の使用人に70,300株、合

計99,700株（注）１．

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 5,222円（注）２．

新株予約権の行使期間
自　平成21年10月１日

至　平成25年９月30日

新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 （注）３．

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．本新株予約権１個当たりの新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、100株とす

る。

また、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式に

より調整される。ただし、かかる調整は、当該調整の時点で権利行使していない各新株予約権の目的たる株式

の数（以下「未発行付与株式数」という。）についてのみ行われ、調整により生じる１株の端数は切り捨て

る。

　 調整後

付与株式数
＝
調整前

付与株式数
×
株式分割又は

株式併合の比率

　

２．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を含まない。）

を行うときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    

既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
× 新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」に読み替えるものとする。

　　また、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１

株式分割又は併合の比率

３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は以下のとおりであります。

新株予約権の行使の条件

割当日から権利行使時に至るまでの間、当社又は当社がその総株主の議決権の過半数を直

接又は間接に保有している会社の従業員、執行役員、取締役又は監査役の地位にあることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合は、この限りで

はない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受けた者が被相続人となる相続にお

いてのみ、これを認める。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承継すること

ができない。

割当日から権利行使時に至るまでの間、新株予約権の質入れその他担保権を設定した場合

は、行使を認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結するエ

ルピーダメモリ㈱新株予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。
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　平成20年６月24定時株主総会の決議

決議年月日 平成20年6月24日

付与対象者の区分及び人数
当社又は当社子会社の従業員、執行役員、取締役又は

監査役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株主総会決議による委任に基づき募集事項の決定をす

ることができる新株予約権の数の上限
1,000個（注）１．

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権行使に際して出資される財産の価額は、

新株予約権の行使により交付を受ける株式１株あた

りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株

式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権の

割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない

日を除く。）における東京証券取引所の当社普通株式

の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、

１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が割

当日の終値を下回る場合には、当該終値を行使価額と

する。（注）２．

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日から平成26年３月31日までの期間

で当社取締役会において決定する期間とする。

新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 （注）３．

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．本新株予約権１個当たりの新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は、100株とす

る。

また、新株予約権発行後、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式に

より調整される。ただし、かかる調整は、当該調整の時点で権利行使していない各新株予約権の目的たる株式

の数（以下「未発行付与株式数」という。）についてのみ行われ、調整により生じる１株の端数は切り捨て

る。

　 調整後

付与株式数
＝
調整前

付与株式数
×
株式分割又は

株式併合の比率

　

２．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を含まない。）

を行うときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    

既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
× 新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に、「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」に読み替えるものとする。

　　また、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１

株式分割又は併合の比率

３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は以下のとおりであります。
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新株予約権の行使の条件

割当日から権利行使時に至るまでの間、当社又は当社がその総株主の議決権の過半数を直

接又は間接に保有している会社の従業員、執行役員、取締役又は監査役の地位にあることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合は、この限りで

はない。

新株予約権の相続による承継は、新株予約権の割当を受けた者が被相続人となる相続にお

いてのみ、これを認める。当該相続後の相続における相続人は、新株予約権を承継すること

ができない。

割当日から権利行使時に至るまでの間、新株予約権の質入れその他担保権を設定した場合

は、行使を認めない。

その他新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結するエ

ルピーダメモリ㈱新株予約権付与契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関す

る事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 314 1,166,590

当期間における取得自己株式 120 401,650

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取りに

よる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 840 － 960 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取りに

よる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元と株主資本利益率の向上を経営の最重要課題の一つと位置づけております。利益

配分につきましては、会社の収益動向、財務状況並びに将来の事業展開に備えた内部留保の充実等とバランスをと

りながら、総合的に検討致します。当社の剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当につ

いては取締役会であります。また、当社は、会社法第454条第５項により、「取締役会の決議によって、毎年９月30日

を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

　当事業年度の配当につきましては、当期純損失を計上したことから無配とすることを決定しました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化し、更には、グローバル戦略の展開を図るために投資してまいりたい

と考えております。

４【株価の推移】

①【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） － 4,850 5,330 6,660 5,870

最低（円） － 3,500 2,745 4,090 2,715

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

なお、平成16年11月15日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、第５期の株価については該当事項は

ありません。

②【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 4,210 4,000 4,340 3,980 4,300 3,540

最低（円） 3,700 3,260 3,540 2,715 3,470 2,875

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 ＣＥＯ 坂本　幸雄 昭和22年９月３日生

昭和45年４月 日本テキサス・インスツルメンツ㈱

　入社

昭和62年７月 同社　鳩ヶ谷工場長兼モスロジック

事業部長

平成元年２月 同社　ワールドワイド製造・プロセ

ス・パッケージ開発本部長

平成５年４月 同社　取締役副社長

平成９年９月 ㈱神戸製鋼所　電子・情報事業本部　

情報エレクトロニクス本部副本部長

平成10年１月 同社　電子・情報事業部　半導体本部

長

平成12年２月 日本ファウンドリー㈱（現ユー・エ

ム・シー・ジャパン㈱）　社長補佐

平成12年３月 同社　代表取締役社長

平成14年11月 当社　代表取締役社長（現任）

平成16年３月 広島エルピーダメモリ㈱　代表取締

役社長

平成16年11月 同社　代表取締役社長退任　 

平成18年７月 秋田エルピーダメモリ㈱　取締役

（現任）

平成19年１月 広島エルピーダメモリ㈱　代表取締

役社長

平成19年５月 Rexchip Electronics Corporation取締役

（現任）

 （注）３ 2,200

取締役

（常勤）
ＣＯＯ 大塚　周一 昭和26年９月３日生

昭和55年11月 日本テキサス・インスツルメンツ㈱

　入社

昭和63年５月 同社　美浦工場製造統括部長

平成４年９月 同社　ＭＣＵ（マイクロコンピュー

タ）商品部長

平成７年５月 同社　日出工場長

平成10年１月 ソニー㈱　入社

平成12年１月 同社　バイスプレジデント

平成13年４月 同社　システムデバイスカンパニー　

プレジデント

平成14年10月 当社　入社

平成14年11月 当社　執行役員（ＣＯＯ：現任）

平成16年３月 当社　取締役（現任）

平成16年11月 広島エルピーダメモリ㈱　代表取締

役社長

平成18年12月 同社　代表取締役社長退任

平成19年５月 Rexchip Electronics Corporation取締役

（現任）

 （注）３ 1,200

取締役

（常勤）

Ｃｏ－　Ｃ

ＴＯ
安達　隆郎 昭和30年12月10日生

昭和57年４月 日本電気株式会社　入社

平成12年４月 同社　NECエレクトロンデバイス

 メモリ事業本部第一メモリ事業部 

 企画・開発部プロジェクトマネー

 ジャー

平成12年10月 当社　第一設計本部SDRAM第３pj

 プロジェクトマネージャー

 平成17年４月 当社　執行役員（CTO）　

 平成18年６月 当社　取締役（現任）　

 平成19年５月 Rexchip Electronics Corporation

 取締役（現任）

 平成20年６月 当社　執行役員（Co-CTO:現任)

 （注）３ 1,100
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

　取締役

　(常勤）

　Ｃｏ－　Ｃ

ＴＯ
五味　秀樹 昭和34年５月22日生

昭和60年４月 日本電気㈱　入社

平成２年12月 同社　ULSIデバイス開発研究所　高

集積技術開発部技術課長

平成12年４月 当社　開発本部プロセス開発部プロ

ジェクトマネージャー

平成15年10月 当社　T&Dオフィス

 Advanced Process Development Gr. 

エグゼクティブマネージャー

平成18年８月 当社　執行役員（プロセス関連総

括）

平成20年１月 当社　執行役員

広島エルピーダメモリ㈱　取締役工

場長

平成20年４月 当社　執行役員（広島工場長兼モ

ジュールプロセス担当）

平成20年６月 当社　取締役（現任）

当社　執行役員（Co-CTO)（現任）

（注）３ 1000

取締役

（非常勤）
― 野原　壽雄 昭和21年10月23日生

昭和46年４月 ㈱日立製作所　入社

平成４年８月 同社　武蔵工場製造部長

平成10年７月 同社　半導体事業部経営改革本部長

平成14年12月 同社　半導体グループ半導体業務本

部長

平成15年４月 同社　半導体業務本部長

平成15年４月 当社　取締役（現任）

平成18年４月 ㈱ルネサステクノロジ　監査役（現

任） 

（注）３ 200

取締役

（非常勤）
― 野宮　紘靖 昭和15年９月25日生

昭和39年４月 ㈱日立製作所　入社

平成７年６月 同社　理事・半導体事業本部長

平成９年６月 同社　取締役

Hitachi Semiconductor (America), Inc.

社長

平成12年６月 ㈱日立国際電気　常務取締役

平成14年７月 Semiconductor Equipment 

and Materials International　役員（現

任）

平成15年６月 ㈱日立国際電気　執行役専務

平成16年５月 ウルトラテック㈱　会長（現任）

平成16年８月 ユー・エム・シー・ジャパン㈱　顧

問・会長補佐

平成16年９月 当社　取締役（現任）

 （注）３ ―

 取締役

 （非常勤）
―  新村　勉 昭和22年６月14日生

昭和45年４月 ソニー㈱　入社

平成10年４月 同社　パーソナルビデオカンパニー

プレジデント

平成11年６月 同社　執行役員

平成13年６月 同社　執行役員常務

平成15年４月 同社　ホームネットワークカンパ

ニーNCプレジデント

平成16年６月 同社　執行役上席常務

平成17年６月 同社　顧問

平成18年４月 同社　社友（現任）

平成18年６月 当社　取締役（現任）

平成20年３月 ㈱PALTEK 社外取締役（現任）

（注）３  ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

  取締役

 （非常勤）
―  牧本　次生 昭和12年５月15日生

昭和34年４月 ㈱日立製作所　入社

平成９年６月 同社　専務取締役 

平成10年６月 同社　取締役技師長 

平成11年10月 Chartered Semiconductor 

Manufacturing Ltd. 社外取締役

平成12年10月 ソニー㈱　執行役員専務

平成13年６月 同社　顧問

平成15年６月 EECS Industrial Advisory

 Board of US/Berkeley Member

平成17年７月 テクノビジョンコンサルティング

代表（現任）

PDFソリューションズ㈱　代表取締

役会長（現任）

平成18年６月 当社　取締役（現任）

 （注）３  800

監査役

（常勤）
― 久保　正次 昭和26年４月１日生

昭和48年４月 ㈱日立製作所　入社

平成14年４月 同社　半導体グループ経営企画本部

　エグゼクティブ

平成14年７月 当社　経営企画本部長

平成14年12月 当社　執行役員

平成15年９月 当社　広島エルピーダメモリ㈱ 取

締役

平成16年３月 同社　取締役退任

平成17年６月 当社　監査役（現任）

平成19年６月 Rexchip Electronics Corporation監察

人

平成19年９月 同社　監察人退任

 （注）４ 200

監査役

（常勤）
― 太田　利昌 昭和34年８月19日生

昭和58年４月 日本電気㈱　入社

平成13年７月 日本電気㈱法務部法務主幹

平成15年４月 当社　法務Gr.　エグゼクティブマ

ネージャー

平成18年４月 当社　法務知財本部　エグゼクティ

ブマネージャー

平成19年５月 当社　監査役付　エグゼクティブマ

ネージャー

㈱テラプローブ　非常勤監査役

（現任）

平成19年６月 当社　監査役（現任）

広島エルピーダメモリ㈱　監査役

秋田エルピーダメモリ㈱　監査役

（現任）

平成19年９月 Rexchip Electronics Corporation　監

察人（現任）

 （注）５ 5,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（非常勤）
― 山本　徳男 昭和33年２月24日生

昭和56年４月 日本電気㈱　入社

平成11年７月 日本電気㈱　関連部第二部マネ

ジャー

平成15年４月 同社　関連企業部マネジャー

平成17年４月 同社　関連企業部統括マネジャー

平成19年６月 当社　監査役（現任）

日本電気㈱　関連企業部長（現

任）

 （注）５ ―

監査役

（非常勤）
― 櫻井　克巳 昭和17年１月30日生

昭和40年４月 池貝鉄工㈱　入社

昭和44年４月 ㈱日立製作所　入社

昭和61年８月 ㈱日立製作所　大みか工場経理部

長

平成３年12月 Hitachi Semiconductor (America),

 Inc.出向（経理部長）

平成４年12月 ㈱日立製作所　半導体事業部経理

部長

平成７年６月 Hitachi America, Ltd.出向 (CFO）

平成11年４月 日立エンジニアリング㈱常務取締

役

平成15年５月 茨城日立情報サービス㈱代表取締

役

平成17年５月 同上　退任

平成19年６月 当社　監査役（現任）

 （注）５ ―

　 　 　 　 合計 　 11,700

（注）１．取締役　野原壽雄、野宮紘靖、新村勉及び牧本次生は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　山本徳男及び櫻井克巳は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４．監査役　久保正次の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

５．監査役　太田利昌、山本徳男及び櫻井克巳の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年

３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６．当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は以下の11名です。

坂本　幸雄‥‥‥ＣＥＯ、業務執行における最高責任者（兼代表取締役）兼ファンダリビジネスDiv.総括

　　　　　　　　兼　広島工場長

大塚　周一‥‥‥ＣＯＯ、兼 セールスOffice総括

安達　隆郎‥‥‥Ｃｏ－ＣＴＯ、New Memory総括　兼　クオリティアシュアランス担当

　　　　　　　　兼ＩＲ広報担当　兼ビジネスディベロップメントOffice総括

五味　秀樹‥‥‥Ｃｏ－ＣＴＯ、ＤＲＡＭ Ｒ＆Ｄ総括

萩原　俊明‥‥‥ＣＦＯ、ファイナンス＆アカウンティングOffice総括 兼 法務知財担当

福田　岳弘‥‥‥ＣＡＯ、アドミニストレーション＆マネジメントOffice総括　兼　リスク管理担当

高橋　康　‥‥‥執行役員、サーバ＆PC Div.総括

木下　嘉隆‥‥‥執行役員、デジタルコンシューマ Div.総括

辻本　明　‥‥‥執行役員、モバイル Div.総括

山本　二郎‥‥‥執行役員、ビジネスディベロップメントOffice総括代理

飯田　達也‥‥‥執行役員、セールスOffice総括代理

７．当社は、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項の規定に基づき、野

間自子氏を補欠監査役として選任しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方は、経済活動のグローバル化と社会の構造変化が急速

に進展する中で、戦略的かつスピーディな経営を実現し、競争力を維持・強化するために、強力な経営の意思決定機

能と迅速な業務執行体制を築くとともに、それに応じた監督・監査機能を確立することです。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

・取締役会

取締役会は当社の経営に関わる重要な事項について意思決定するとともに、取締役及び執行役員による業務執行

を監督しております。取締役会は、原則月１回開催しております。加えて、必要がある場合は適宜、臨時取締役会を開

催し、迅速な意思決定に努めております。本書提出日現在の取締役は、８名（うち社外取締役４名）であります。 

・監査役会 

監査役は、監査役会で策定された監査計画に基づき監査役監査を実施する一方、取締役会をはじめとする重要な

会議への出席や業務及び財産の状況調査を行うことにより、取締役の職務遂行を監査しております。本書提出日現

在の監査役は常勤監査役２名と非常勤監査役２名（うち社外２名）であります。 

・執行役員会

取締役会の下に執行役員会を設置し、取締役会が決定した基本方針に基づき、事業執行に関する重要事項を協議

決定しております。執行役員会は、原則として毎週１回開催しております。本書提出日現在の執行役員は、11名であ

ります。 

・報酬諮問委員会  

平成16年５月25日に開催された取締役会におきまして、当社取締役、執行役員、監査役のうちから選任された計５

名をもって構成される報酬諮問委員会を設置致しました。これにより役員報酬の公正性・妥当性を確保するよう努

めております。 

・コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

当社グループのコンプライアンス及びリスクマネジメントの総括機関として、コンプライアンス・リスクマネジ

メント委員会を設置しております。同委員会は、社内コンプライアンス・リスクマネジメント体制を整備し、当社グ

ループ全社への浸透及び徹底を図ることを目的として、その方針の検討、決定を行っております。本書提出日現在の

コンプライアンス・リスクマネジメント委員は、11名であります。 

・監査室 

適切な内部統制の徹底とリスクマネジメント強化のため、ＣＥＯに直属する監査室を設置しております。監査室

は、独立した部門として組織され監査計画に基づき当社及び子会社に対して監査を行っております。 本書提出日現

在、監査室員は２名でありますが、必要に応じて、社内外よりスタッフを調達して、実効ある内部監査を実施してお

ります。

  <コーポレート・ガバナンス体制の模式図>

監査役会、監査室、会計監査人は定期的に行われる会合を通して情報を交換し、各々の監査に役立てております。
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③会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名 　所属する監査法人名

大木　一也 　　新日本監査法人

伊藤　功樹 　　新日本監査法人

寺口　順子　 　　新日本監査法人

継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。また、同監査法人はすでに自主的に

業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。

当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士５名及びその他15名にて構成されています。

当社及び連結子会社の新日本監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に係る平成20年３月期の報

酬は、131百万円であります。また、当社は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の非監査業務として、財

務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務を委託しており、その報酬は31百万円であります。

④会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

平成20年３月31日現在の状況は、以下のとおりとなっております。

・社外取締役牧本次生氏は、提出日現在、当社普通株式を800株保有しております。また、同氏は、PDFソリューション

ズ㈱の代表取締役を兼務しております。当社の子会社と、PDFソリューションズ㈱の親会社であるPDF Solutions,

 Inc.との間に製品購買等の取引関係があります。

・社外取締役野原壽雄氏は、提出日現在、当社普通株式を200株保有しております。また、同氏は、㈱ルネサステクノ

ロジの監査役であります。㈱ルネサステクノロジの子会社である㈱ルネサス販売との間に製品販売等の取引があ

ります。

・社外監査役山本徳男氏は、日本電気㈱の関連企業部長であります。当社と日本電気㈱は製品販売等の取引関係が

あります。

・当社と社外取締役野宮紘靖氏との間には、特別な利害関係はありません。

・当社と社外取締役新村勉氏との間には、特別な利害関係はありません。

・当社と社外監査役櫻井克巳氏との間には、特別な利害関係はありません。

PDF Solutions, Inc.、㈱ルネサス販売及び日本電気㈱との取引は、いずれもそれぞれの会社で定型的な取引であ

り、社外取締役及び社外監査役が個人的な利害関係を有するものではありません。

なお、社外取締役及び社外監査役と当社との取引等の関係はありません。

⑤責任限定契約

当社と各社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金1,000万円又は会社法第

425条第１項第１号及び第２号に定める額の合計額のいずれか高い金額としております。

⑥取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑦取締役の選任の決議要件

　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数を持って行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

⑧株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上もって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とした

ものであります。

⑨平成20年３月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等の内訳は、以下のとおりであります。

なお、この他、平成19年8月30日開催の取締役会決議により、ストック・オプションとしての新株予約権70万円（当

事業年度において費用計上した額）を取締役1名に付与しました。

役員報酬： 　 　

　取締役 100百万円（うち社外取締役16百万円）

　監査役 17百万円（うち社外監査役 2百万円）

　 計 117百万円 　

⑩剰余金の配当等の決定機関

当社は、会社法第454条第５項により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をするこ

とができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

⑪自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を
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定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応して機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等

により自己の株式を取得することを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下、「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第８期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

９期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第８期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び第９期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  166,700   97,564  

２．受取手形及び売掛金 　  106,511   69,442  

３．たな卸資産 　  55,412   74,354  

４．繰延税金資産 　  1,699   656  

５．未収入金 　  6,231   21,381  

６．未収消費税等 　  7,068   5,466  

７．その他 　  1,190   3,162  

貸倒引当金 　  △172   △2,454  

流動資産合計 　  344,639 45.2  269,571 35.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 　 66,694   82,170   

減価償却累計額 　 7,117 59,577  10,589 71,581  

(2）機械装置及び運搬具 　 406,261   460,994   

減価償却累計額 　 144,882 261,379  195,160 265,834  

(3）工具、器具及び備品 　 32,506   44,661   

減価償却累計額 　 12,921 19,585  19,666 24,995  

(4）土地 　  4,203   4,206  

(5）建設仮勘定 　  42,482   21,255  

有形固定資産合計 　  387,226 50.8  387,871 51.4

２．無形固定資産 　       

(1）のれん 　  2,356   1,944  

(2）ソフトウェア 　  5,817   5,090  

(3）ソフトウェア仮勘定 　  134   249  

(4）その他 　  1,083   922  

無形固定資産合計 　  9,390 1.2  8,205 1.1
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  13,107   80,690  

(2）長期前払費用 　  6,414   6,536  

(3）繰延税金資産 　  1,177   1,028  

(4）その他 　  483   478  

投資その他の資産合計 　  21,181 2.8  88,732 11.8

固定資産合計 　  417,797 54.8  484,808 64.3

資産合計 　  762,436 100.0  754,379 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  64,948   56,260  

２．一年内返済予定長期借
入金

※２  28,181   38,400  

３．一年内返済予定リース
債務

　  11,809   7,020  

４．未払金 　  67,203   30,999  

５．未払法人税等 　  3,710   996  

６．賞与引当金 　  2,310   2,270  

７．役員賞与引当金 　  22   －  

８. たな卸資産評価引当金 　  53   561  

９．その他 　  6,436   17,872  

流動負債合計 　  184,672 24.2  154,378 20.5
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  140,000   160,000  

２．長期借入金 ※２  40,200   81,800  

３．リース債務 　  9,423   1,841  

４．長期未払金 　  1,610   1,052  

５．繰延税金負債 　  3,719   3,986  

６．退職給付引当金 　  506   868  

７．役員退職慰労引当金 　  56   75  

８．訴訟和解引当金 　  2,621   2,319  

９．その他 　  652   185  

固定負債合計 　  198,787 26.1  252,126 33.4

負債合計 　  383,459 50.3  406,504 53.9

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  155,009 20.3  155,611 20.6

２．資本剰余金 　  166,051 21.8  166,653 22.1

３．利益剰余金 　  57,987 7.6  34,445 4.6

４．自己株式 　  △2 △0.0  △3 △0.0

　　株主資本合計 　  379,045 49.7  356,706 47.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △90 △0.0  △1,329 △0.2

２．繰延ヘッジ損益 　  △652 △0.1  △545 △0.1

３．為替換算調整勘定 　  631 0.1  △7,105 △0.9

　　評価・換算差額等合計 　  △111 △0.0  △8,979 △1.2

Ⅲ　新株予約権 　  43 0.0  148 0.0

純資産合計 　  378,977 49.7  347,875 46.1

負債純資産合計 　  762,436 100.0  754,379 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  490,039 100.0  405,481 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  367,432 75.0  372,141 91.8

売上総利益 　  122,607 25.0  33,340 8.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  54,187 11.0  58,280 14.4

営業利益（△損失） 　  68,420 14.0  △24,940 △6.2

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 1,362   1,483   

２．受取配当金 　 108   287   

３．持分法による投資利益 　 258   －   

４．地方自治体助成金 　 396   300   

５. 金利スワップ評価益　 　 －   484   

６．その他 　 530 2,654 0.5 351 2,905 0.7

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 4,282   4,292   

２．株式交付費 　 384   1   

３．社債発行費 　 132   94   

４．為替差損 　 1,484   4,455   

 ５. 持分法による投資損失 　 －   6,613   

６．その他 　 1,156 7,438 1.5 2,133 17,588 4.3

経常利益（△損失） 　  63,636 13.0  △39,623 △9.8

Ⅵ　特別利益 　       

１．有形固定資産売却益 ※４ 137   21,179   

２．有形固定資産受贈益 　 66   －   

３．受取損害賠償金 　 － 203 0.0 335 21,514 5.3
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失 　       

１．有形固定資産除却損 ※５ 1,806   2,146   

２．無形固定資産除却損 ※６ －   141   

３．有形固定資産売却損 ※７ 40   201   

４．和解金 　 757   －   

５. たな卸資産廃棄損 　 －   360   

６．訴訟和解引当金繰入額 　 2,597   110   

７．地震災害損失 　 293 5,493 1.1 － 2,958 0.7

税金等調整前当期純利
益（△損失）

　  58,346 11.9  △21,067 △5.2

法人税、住民税及び事業
税

　 3,890   1,355   

過年度法人税等戻入額 　 －   △196   

法人税等調整額 　 1,513 5,403 1.1 1,316 2,475 0.6

当期純利益（△損失） 　  52,943 10.8  △23,542 △5.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

87,239 98,339 5,044 △1 190,621

連結会計年度中の変動額      

増資による新株発行 67,119 67,061   134,180

新株予約権の行使による
新株の発行

651 651   1,302

当期純利益   52,943  52,943

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

67,770 67,712 52,943 △1 188,424

平成19年３月31日　残高
（百万円）

155,009 166,051 57,987 △2 379,045

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

△195 － 357 162 － 190,783

連結会計年度中の変動額       

増資による新株の発行    －  134,180

新株予約権の行使による
新株の発行

   －  1,302

当期純利益    －  52,943

自己株式の取得    －  △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

105 △652 274 △273 43 △230

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

105 △652 274 △273 43 188,194

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△90 △652 631 △111 43 378,977

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

155,009 166,051 57,987 △2 379,045

連結会計年度中の変動額      

新株予約権の行使による
新株の発行

602 602   1,204

当期純損失   △23,542  △23,542

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

602 602 △23,542 △1 △22,339

平成20年３月31日　残高
（百万円）

155,611 166,653 34,445 △3 356,706
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△90 △652 631 △111 43 378,977

連結会計年度中の変動額       

新株予約権の行使による
新株の発行

   －  1,204

当期純損失    －  △23,542

自己株式の取得    －  △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,239 107 △7,736 △8,868 105 △8,763

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,239 107 △7,736 △8,868 105 △31,102

平成20年３月31日　残高
（百万円）

△1,329 △545 △7,105 △8,979 148 347,875
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

税金等調整前当期純利益（△
損失）

　 58,346 △21,067

減価償却費及びその他の　　償
却費

　 77,769 94,081

引当金の増加額 　 1,429 3,569

受取利息及び受取配当金 　 △1,470 △1,770

支払利息 　 4,282 4,292

為替差損益（△は差益） 　 △433 4,149

持分法による投資損益　　（△
は利益）

　 △258 6,613

有形固定資産売却益 　 △137 △21,179

有形固定資産受贈益 　 △66 －

有形固定資産除却損 　 1,806 2,146

無形固定資産除却損 　 － 141

有形固定資産売却損 　 40 201

売上債権の増減額
（△は増加額）

　 △50,957 33,423

たな卸資産の増加額 　 △15,423 △19,342

未収入金の減少額　　　　 　 10,618 3,004

未収消費税等の増減額　　　
（△は増加額）

　 △4,305 1,602

仕入債務の増減額
（△は減少額）

　 23,762 △8,555

未払金の減少額　　　　　　 　 △2,329 △868

その他 　 3,069 8,369

小計 　 105,743 88,809

利息及び配当金の受取額 　 1,407 1,393

利息の支払額 　 △4,121 △4,144

地方自治体助成金の受取額 　 470 376

和解金の支払額 　 △2,774 －

法人税等の支払額 　 △858 △3,332

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 99,867 83,102
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

定期預金の預入による支出 　 △1,495 △703

定期預金の払戻による収入 　 351 1,131

投資有価証券の取得による支
出

　 △2,393 △81,831

有形固定資産の取得による支
出

　 △126,748 △194,004

有形固定資産の売却による収
入

　 279 18,725

無形固定資産の取得による支
出

　 △2,572 △1,968

長期前払費用の増加に関する
支出

　 △1,050 △1,758

リース債権の回収による
収入 

　 2,082 －

営業譲受けによる支出 　 △5,125 －

その他 　 15 14

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 △136,656 △260,394

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

長期借入金による収入 　 － 80,000

長期借入金の返済に
よる支出

　 △39,692 △28,181

新株の発行による収入 　 135,098 1,203

社債の発行による収入 　 29,868 19,906

社債の償還による支出 　 △10,000 －

セール・アンド・リースバッ
ク取引による収入

　 2,377 50,513

リース債務の返済による支出 　 △27,080 △12,786

自己株式取得による支出 　 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 90,570 110,654

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

　 322 △1,953

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
（△は減少額）

　 54,103 △68,591

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 111,443 165,546

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 165,546 96,955
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　７社

連結子会社の名称

Elpida Memory (Europe) GmbH
Elpida Memory (Taiwan) Co., Ltd.
Elpida Memory (Hong Kong) Co.,Ltd.
Elpida Memory (Singapore) Pte.Ltd.
広島エルピーダメモリ㈱

Elpida Memory (USA) Inc.
秋田エルピーダメモリ㈱

　

　
　

平成18年７月に秋田エルピーダメモ
リ㈱を設立しており、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。　

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　９社

連結子会社の名称

Elpida Memory (Europe) GmbH
Elpida Memory (Taiwan) Co., Ltd.
Elpida Memory (Hong Kong) Co.,Ltd.
Elpida Memory (Singapore) Pte.Ltd.
広島エルピーダメモリ㈱

Elpida Memory (USA) Inc.
秋田エルピーダメモリ㈱

Elpida Memory (Europe) Sàrl

Elpida Memory International B.V.
　

平成19年８月に
Elpida Memory International B.V.、平成
20年２月にElpida Memory（Europe）S
àrlを設立しており、当連結会計年度
より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事

項

全ての関連会社について、持分法を適用

しております。

持分法適用会社の数　１社

　 会社名  ㈱テラプローブ

　

 

全ての関連会社について、持分法を適用

しております。

持分法適用会社の数　２社

　 会社名  ㈱テラプローブ

　        Rexchip Electronics
 Corporation

　
　平成19年５月にRexchip Electronics
Corporationへ出資しており、当連結会
計年度より持分法を適用しておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

　　　　

　　　　

同左

 

 

 

　

　　　　
 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

　 ③　たな卸資産

ａ．製品・半製品・原材料

　　主に先入先出法による低価法

ｂ．仕掛品

親会社

先入先出法による低価法

子会社

総平均法による低価法

ｃ．貯蔵品

　親会社　

 個別法による原価法

子会社 

 最終仕入原価法による原価法　　

　　　　　　　　　　

③　たな卸資産

ａ．製品・半製品・原材料

　　　　　　同左

ｂ．仕掛品

同左

ｃ．貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方
法

①　有形固定資産

　　　　定額法によっております。

 　なお、主な耐用年数は次のとおり　　

　であります。

　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方
法

①　有形固定資産

　　　　同左

 　　

　

　 建物及び構築物 ２～60年 
機械装置及び運搬具 ２～22年 
工具、器具及び備品

 

２～23年 

 

　 　一定の条件に合致するリース資産

は、固定資産として計上し、リース期

間にわたって定額法により償却して

おります。

　

　 　

 

――――――

 

（会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法変更し

ております。これにより営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失

は、それぞれ1,513百万円増加してお
ります。

　なお、セグメント情報に与える影響

は当該箇所に記載しております。

　

（追加情報）　

　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年３月31日以前に取得した有
形固定資産ついては、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より取得

価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。こ

れによる損益に与える影響は軽微で

あります。

　 　

――――――

　

　 　

　 　

②　無形固定資産

　定額法によっております。

　ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（最

長５年間）に基づいております。

　

　

②　無形固定資産

　　　　　　 同左

　

　 (3）重要な繰延資産の処理方法
①　株式交付費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

(3）重要な繰延資産の処理方法　
①　株式交付費　

 同左

　 ②　社債発行費

　支出時に全額費用処理しておりま

す。

②　社債発行費

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 (4）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度負

担額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ４．会計処理基準に関する

事項

④　たな卸資産評価引当金

　生産委託先の所有するたな卸資産の

購入にともない当社が負担すると見

込まれるたな卸資産に係る連結決算

日現在の評価損失を引当計上してお

ります。

④　たな卸資産評価引当金

同左

　 ⑤　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づいて

計上しております。

　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）により定額償
却しております。

　数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（15年）により発
生翌年度より定額償却しております。

⑤　退職給付引当金

　　　　　　同左

　 ⑥　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えて、内

規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金

　　　　　　同左

　   

　  ⑦　訴訟和解引当金

　北米における独占禁止法にかかる集

団訴訟等に関する諸費用の発生に備

えるため、その負担見込額を計上して

おります。

 ⑦　訴訟和解引当金

            同左

　 (5）重要な外貨建の資産または負債の本
邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

　なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均為替

相場により円貨に換算し、連結子会社の

換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めております。

(5）重要な外貨建の資産または負債の本
邦通貨への換算の基準

              同左

　

 (6）重要なリース取引の処理方法
　ファイナンス・リース取引について

は、売買取引にかかる方法に準じた会計

処理によっております。

(6）重要なリース取引の処理方法
同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ４．会計処理基準に関する

事項 

(7）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理を

採用しております。

(7）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　　　　　　同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ　　　　　

ヘッジ対象　借入金、社債 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

　借入金及び社債に係る将来の金利変

動リスクを回避する目的で、金利ス

ワップを行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約ごとに行っております。

③　ヘッジ方針

同左

　 ④　ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額

の比率によって有効性を評価してお

ります。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の

評価を省略しております。　　　

④　ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額

の比率によって有効性を評価してお

ります。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の

評価を省略しております。

　なお、ヘッジ有効性評価の結果、ヘッ

ジ会計の要件を充足しなくなったも

のについては、ヘッジ会計の適用を中

止しております。

　 (8）その他連結財務諸表作成のための重
要な事項

①　消費税等

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重
要な事項

①　消費税等

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　部分時価評価法によっております。 同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんについては、５年間及び15年間で
均等償却しております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期的な投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。従来の資本の部の合計

に相当する金額は379,586百万円であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

　

　　　　　　　　　　

 

――――――

 

 

 

 

 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27

日　企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

　最終改正平成18年５月31日　企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ43百万円減少

しております。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

　

 

 

――――――

（企業結合に係る会計基準）

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会　最終改定平成18年12月22日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しております。

　

 

 

――――――

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号）を適用しております。これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ26百万円

減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

 

 

――――――
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（表示方法の変更）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結貸借対照表関係）  

前連結会計年度において、営業権として掲記されてい

たものは、当連結会計年度からのれんと表示しておりま

す。

また、連結調整勘定として掲記されていたものは、のれ

んとして表示しております。

――――――

　

 （連結損益計算書関係） 　

前連結会計年度において、営業外費用として表示して

おりました「新株発行費等」は、当連結会計年度より、

「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会　平成18年８月11日　実務対応報告第19号）

の適用により、「株式交付費」と表示することといたし

ました。 

――――――

 

                　

 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 　

 　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローに独立掲記していました「貸倒引当金の増加額」

（当連結会計年度　80百万円）、「賞与引当金の増加額」

（当連結会計年度　588百万円）、「たな卸資産評価引当金

の減少額」（当連結会計年度△105百万円）、「退職給付

引当金の増加額」（当連結会計年度　251百万円）、「役員

退職慰労引当金の増加額」（当連結会計年度　12百万

円）、「訴訟和解引当金の増加額」（当連結会計年度　581

百万円）は、連結キャッシュ・フロー計算書に与える影響

が減少したため、当連結会計年度より営業活動による

キャッシュ・フローの「引当金の増加額」に含めて表示

しております。

――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　　　 8,538百万円 

　

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　　  77,253百万円 

　　　　（うち、共同支配企業に対する投資の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  68,370百万円)

※２　財務制限条項

　借入金のうち60,381百万円には、何らかの財務制限条

項が付されており、以下の条項に抵触した場合には、

当該借入先に対し借入金を一括返済することになっ

ております。（カッコ内は対象金額。）

なお、複数の財務制限条項が付されている借入金があ

るため、下記①から④までの合計は、60,381百万円を超

えております。

※２　財務制限条項

　借入金のうち120,200百万円には、何らかの財務制限

条項が付されており、以下の条項に抵触した場合に

は、当該借入先に対し借入金を一括返済することに

なっております。（カッコ内は対象金額。）

なお、複数の財務制限条項が付されている借入金があ

るため、下記①から②までの合計は、120,200百万円を

超えております。

　①　純資産維持条項（60,200百万円）

連結貸借対照表における純資産の部の金額から繰延

ヘッジ損益及び新株予約権の金額を差し引いた額が

1,465億円未満となった場合（8,600百万円）。同1,378

億円未満となった場合（50,000百万円）。同626億円未

満となった場合（1,600百万円）。

　①　純資産維持条項（120,200百万円）

連結貸借対照表における純資産の部の金額から繰延

ヘッジ損益及び新株予約権の金額を差し引いた額が

1,465億円未満となった場合（5,200百万円）。同1,378

億円未満となった場合（35,000百万円）。同前年同期

比75%未満となった場合（80,000百万円）。

　②　利益維持条項（40,381百万円）

連結損益計算書の当期純損益について平成17年３月

期以降の当期純損益の累積が赤字になった場合（981

百万円）。２期連続当期純損失を計上した場合（

39,400百万円）。

③　現預金維持条項（981百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現

金同等物の金額が400億円未満となった場合。

④　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（800百万円）

連結貸借対照表における純負債資本比率が1.2倍超に

なった場合。

　②　利益維持条項（20,200百万円）

連結損益計算書の当期純損益について２期連続当期

純損失を計上した場合（20,200百万円）。
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

３　　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

４行とコミットメントライン契約を設定してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。なお、コミッ

トメントライン契約につきましては、純資産維持の財

務制限条項が付されております。

３　　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

４行とコミットメントライン契約を設定してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。なお、コミッ

トメントライン契約につきましては、純資産維持の財

務制限条項が付されております。

貸出コミットメントの総額       50,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額      50,000百万円

また、設備資金の調達のため、取引金融機関45社と長

期借入金のコミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。なお、これらの長期借入の

コミットメント契約につきましては、純資産維持の財務

制限条項が付されております。

　 　

貸出コミットメントの総額     110,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額      110,000百万円

貸出コミットメントの総額       50,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額       50,000百万円

また、設備資金の調達のため、取引金融機関45社と長

期借入金のコミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。なお、これらの長期借入の

コミットメント契約につきましては、純資産維持の財務

制限条項が付されております。

　 　

貸出コミットメントの総額      110,000百万円

借入実行額 　－百万円

差引額 110,000百万円

※４　偶発債務

　　重要な係争案件

当社及びElpida Memory(USA)Inc.に対し、独占禁止法

に係る集団訴訟が米国及びカナダの複数の裁判所で提

起されております。また、個別の大口顧客との間で和解

交渉を進めております。当社については、欧州委員会か

らも同様の調査を受けております。大口顧客との和解及

び集団訴訟から発生する可能性のある諸費用に備える

ため2,621百万円を当連結会計年度末に引当金として計

上しております。

　

 ４　偶発債務

　 重要な係争案件

当社及びElpida Memory(USA)Inc.に対し、独占禁止法

に係る集団訴訟が米国及びカナダの複数の裁判所で提

起されております。また、個別の大口顧客との間で和解

交渉を進めております。当社については、欧州委員会か

らも同様の調査を受けております。大口顧客との和解及

び集団訴訟から発生する可能性のある諸費用に備える

ため2,319百万円を当連結会計年度末に引当金として計

上しております。

　

　 　 債務保証

当社はRexchip Electronics Corporationのリース債務（

12,924百万円）及び借入金（22,796百万円）に対して債

務保証をしております。なお、リース債務に対する債務

保証は連帯保証であり、当社の負担額は6,462百万円であ

ります。

  また、Rexchip Electronics Corporationへのリース債務に

対する債務保証について、当社に対する純資産維持の財

務制限条項が付されております。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法によ

る評価減額は、589百万円であります。

※１　売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法によ

る評価減額は、2,628百万円であります。

※２　販売費及び一般管理費の主なもの ※２　販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 8,725百万円

賞与引当金繰入額 1,087百万円

役員賞与引当金繰入額 22百万円

役員退職慰労引当金繰入額 16百万円

退職給付費用       446百万円

外注費     9,980百万円

賃借料 1,608百万円

減価償却費     4,095百万円

試作費 8,570百万円

貸倒引当金繰入額   80百万円

給与・賞与 8,268百万円

賞与引当金繰入額 1,205百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円

退職給付費用   579百万円

外注費 10,077百万円

賃借料 1,460百万円

減価償却費 4,406百万円

試作費 8,995百万円

貸倒引当金繰入額 2,639百万円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、29,043百万円で

あります。

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、29,943百万円であります。

※４　有形固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

※４　有形固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物      0百万円

機械装置及び運搬具      117百万円

工具、器具及び備品  20百万円

計       137百万円

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具    20,940百万円

工具、器具及び備品 239百万円

計 21,179百万円

※５　有形固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

※５　有形固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 254百万円

機械装置及び運搬具      332百万円

工具、器具及び備品     1,220百万円

計 1,806百万円

建物及び構築物  86百万円

機械装置及び運搬具     308百万円

工具、器具及び備品    1,752百万円

計 2,146百万円

※６　

――――――

※６　無形固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

ソフトウェア 141百万円

計 141百万円

※７　有形固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

※７　有形固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 28百万円

工具、器具及び備品 12百万円

計 40百万円

機械装置及び運搬具 199百万円

工具、器具及び備品  2百万円

計 201百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 96,468,400 32,820,500 － 129,288,900

合計 96,468,400 32,820,500 － 129,288,900

自己株式     

普通株式 315 211 － 526

合計 315 211 － 526

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加32,820,500株は、公募増資による増加30,000,000株、第三者割当増資2,300,000

株及び新株予約権行使による増加520,500株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加211株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 － － － － 43

合計 　 － － － － 43

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 129,288,900 481,500 － 129,770,400

合計 129,288,900 481,500 － 129,770,400

自己株式     

普通株式 526 314 － 840

合計 526 314 － 840

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加481,500株は、新株予約権行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加314株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 － － － － 148

合計 　 － － － － 148
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金 166,700百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金

△1,154百万円

現金及び現金同等物 165,546百万円

現金及び預金     97,564百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金

　  △609百万円

現金及び現金同等物     96,955百万円

　２　重要な非資金取引の内容 　２　重要な非資金取引の内容

(１）ファイナンス・リース

取引に係る資産の取得 990百万円

(２）現物出資による投資有

価証券の取得
4,838百万円

(１）ファイナンス・リース

取引に係る資産の取得    415百万円

　 　

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 8,832百万円

１年超 9,584百万円

合計 18,416百万円

１年内 22,426百万円

１年超 27,064百万円

合計 49,490百万円
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（有価証券関係）

 １．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

取得原価

（百万円）

連結決算日に

おける連結貸

借対照表計上

額

（百万円）

差額

（百万円）

取得原価

（百万円）

連結決算日に

おける連結貸

借対照表計上

額

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 2,334 2,249 △85 2,441 1,305 △1,136

(2）債券 － － － － － －

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 2,334 2,249 △85 2,441 1,305 △1,136

合計 2,334 2,249 △85 2,441 1,305 △1,136

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

　　　　 該当事項はありません。

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　
前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場外国債券 2,320 2,132

合計 2,320 2,132

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内

（百万円）

１年超５年

以内

（百万円）

５年超10年
以内

（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内

（百万円）

１年超５年

以内

（百万円）

５年超10年
以内

（百万円）

10年超
（百万円）

債券         

社債 － 2,320 － － － 2,132 － －
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前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内

（百万円）

１年超５年

以内

（百万円）

５年超10年
以内

（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内

（百万円）

１年超５年

以内

（百万円）

５年超10年
以内

（百万円）

10年超
（百万円）

合計 － 2,320 － － － 2,132 － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、先物為替予約取引及び

金利スワップ取引であります。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替相場及び借入金利の

変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　　当社は、通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の

変動によるリスクを軽減する目的で先物為替予約を、借入

金及び社債の市場金利の変動によるリスクを回避する目

的で金利スワップを利用しております。　　

(3）取引の利用目的

同左

 ①　ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、特例処

理の要件を満たす金利スワップについては特例処理

を採用しております。

 ①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段　　金利スワップ

 ヘッジ対象　　借入金、社債

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

借入金及び社債に係る将来の金利変動リスクを回

避する目的で、金利スワップを行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約ごとに行っております。

 ③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性の評価 

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって

有効性を評価しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては有効性の評価を省略

しております。　 

 ④　ヘッジ有効性の評価 

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって

有効性を評価しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては有効性の評価を省略

しております。なお、ヘッジ有効性評価の結果、ヘッジ

会計の適用要件を充足しなくなったものについては、

ヘッジ会計の適用を中止しております。　

(4）取引にかかるリスクの内容

　　先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを、

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有し

ております。なお、当社は信用度の高い金融機関を取引相

手としており、相手方からの契約不履行から生じるリスク

はないものと判断しております。

(4）取引にかかるリスクの内容

同左

(5）取引にかかるリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限、

取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財務担当者及

び決裁権限者の承認を得て行っております。

(5）取引にかかるリスク管理体制

同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、

この金額自体がデリバティブ取引にかかる市場リスク

量を示すものではありません。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連
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区分 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取

引以外

の取引

為替予約取引         

売建         

米ドル 40,045 － 39,825 220 17,561 － 16,196 1,365

買建         

米ドル 586 － 586 0 － － － －

合計 － － － 220 － － － 1,365

前連結会計年度 　 当連結会計年度

(注)１．時価の算定方法 　 (注)１．時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用しております。 　 同左

　　　　　　金利関連　

区分 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取

引以外

の取引

金利スワップ取引         

受取固定・　

支払変動
－ － － － 50,000 50,000 △184 484

合計 － － － － 50,000 50,000 △184 484

　

前連結会計年度 　 当連結会計年度

(注)１．時価の算定方法 　 (注)１．時価の算定方法

―――――― 　 期末の時価は取引金融機関からの提示額を

使用しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は除いております。 

　 ２．  同左

 

――――――

　

　 ３．当期において、上記の金利スワップ取引は、

ヘッジ会計の適用要件を充足しなくなった

ため、ヘッジ会計の中止として処理しており

ます。すなわち、ヘッジ会計の適用中止まで

繰り延べていたヘッジ手段に係る損益は、

ヘッジ対象の満期にわたって金利の調整と

して各期の損益に配分しております。なお、

時価相当額は、連結貸借対照表の固定負債の

「その他」に含めて計上しております。
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（退職給付関係）

　

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度であ

る確定給付企業年金制度（但し、一部の国内連結子会

社を除く）及び退職一時金制度と確定拠出年金制度

を採用しております。従業員の退職に際して退職給付

会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象

とされない割増退職金を支払う場合があります。ま

た、一部の在外連結子会社は、確定拠出年金制度及び

退職一時金制度を設けています。

 ２．退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △4,910百万円

②年金資産 4,054百万円

③未積立退職給付債務（①+②） △856百万円

④未認識数理計算上の差異 57百万円

⑤未認識過去勤務債務    304百万円

⑥退職給付引当金（③+④+⑤）   △495百万円

　　（注）上記⑥の退職給付引当金のほかに、一部の在外連

結子会社が、それぞれの国の会計基準によって計上し

ている退職給付引当金が11百万円あります。

 ３．退職給付費用に関する事項

①勤務費用    829百万円

②利息費用   79百万円

③期待運用収益   △84百万円

④数理計算上の差異費用処理額   △11百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額     24百万円

⑥退職給付費用（①+②+③+④+⑤）    837百万円

⑦その他    186百万円

合計(⑥+⑦)  1,023百万円

　　(注）上記⑦のその他は、確定拠出年金への掛金の支払

額であります。

１．採用している退職給付制度の概要

　　　　　　同左

 

 

 

 

 

 

 

 ２．退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △6,202百万円

②年金資産   3,966百万円

③未積立退職給付債務（①+②） △2,236百万円

④未認識数理計算上の差異 1,101百万円

⑤未認識過去勤務債務  280百万円

⑥退職給付引当金（③+④+⑤） △855百万円

　　（注）上記⑥の退職給付引当金のほかに、一部の在外連

結子会社が、それぞれの国の会計基準によって計上し

ている退職給付引当金が13百万円あります。

 ３．退職給付費用に関する事項

①勤務費用 1,005百万円

②利息費用    108百万円

③期待運用収益 △101百万円

④数理計算上の差異費用処理額 4百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額 24百万円

⑥退職給付費用（①+②+③+④+⑤） 1,040百万円

⑦その他   239百万円

合計(⑥+⑦) 1,279百万円

　　(注）上記⑦のその他は、確定拠出年金への掛金の支払

額であります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準

②割引率                      　　　　　2.2％

③期待運用収益率              　　　　　2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数  　　　　　15年

⑤数理計算上の差異の処理年数  　　　　　15年

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準

②割引率                      　　　　　2.1％

③期待運用収益率              　　　　  2.5％

④過去勤務債務の額の処理年数  　　　　　15年

⑤数理計算上の差異の処理年数  　　　　　15年
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　43百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
 平成16年

 ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション 
 平成18年

ストック・オプション 

付与対象者及び人数

当社取締役　 　 ３名

当社監査役 　　 ２名

当社従業員 　　589名

子会社取締役 　 ４名

子会社監査役 　 １名

子会社従業員 　898名

当社取締役　　  ３名

当社監査役　　  ２名

当社従業員　　 692名

子会社取締役 　 ４名

子会社監査役　  １名

子会社従業員 1,293名

当社従業員　　 106名

子会社従業員   454名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式 3,230,000株 普通株式   695,200株  普通株式   98,900株

付与日 平成16年３月23日 平成17年８月25日 平成18年９月27日

権利確定条件

付与日（平成16年３月23日）
以降、権利確定日（平成18年
３月31日）まで継続して勤務
していること。

 付与日（平成17年８月25

日）以降、権利確定日（平成

19年９月30日）まで継続し

て勤務していること。

  付与日（平成18年9月27

日）以降、権利確定日（平成

20年9月30日）まで継続して

勤務していること

対象勤務期間
約２年（自平成16年３月23日

　至平成18年３月31日)

 約２年（自平成17年８月25

日　至平成19年９月30日)

 約２年（自平成18年９月27

日　至平成20年９月30日）

権利行使期間 権利確定後７年以内 権利確定後６年以内 権利確定後５年以内

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － 695,200 －

付与 － － 98,900

失効 － － 1,700

権利確定 － － －

未確定残 － 695,200 97,200

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 3,226,000 － －

権利確定 － － －

権利行使 520,500 － －

失効 － － －

未行使残 2,705,500 － －

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 2,500 3,766 5,130

行使時平均株価　　　　　（円） 5,317 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － 1,765

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成18年度ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は、以

下のとおりであります。

①使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

②使用した主な基礎数値及びその見積方法

　 平成18年度ストック・オプション

 株価変動性（注）1 39.9％ 

 予想残存期間（注）２  4年6ヶ月

 予想配当（注）３ 0円／株 

 無リスク利子率（注）４ 1.04％ 

（注）1．平成16年11月15日の週から平成18年9月18日の週までの株価実績に基づき、週次で算定してお

ります。

２．過去に実施したストック・オプションの権利行使実績から合理的に見積もることは困難であ

るため、権利行使期間の中間点において権利行使されるものと推定して見積もりを行っており

ます。

３．平成18年3月期の配当実績に基づき年間の予想配当額を見積もっております。

４．予想残存期間に対応する国債利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

EDINET提出書類

エルピーダメモリ株式会社(E02094)

有価証券報告書

 84/132



当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　105百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
 平成16年

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション
 平成18年

ストック・オプション

 平成19年　
ストック・オプション

　

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　３名

当社監査役  　２名

当社従業員 　589名

子会社取締役  ４名

子会社監査役  １名

子会社従業員 898名

当社取締役　  ３名

当社監査役　  ２名

当社従業員 　692名

子会社取締役　４名

子会社監査役  １名

子会社従業員1,293名

当社従業員　 106名

子会社従業員 454名

 当社取締役　  １名　

当社従業員　 146名

子会社取締役　３名

子会社従業員 684名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式3,230,000株 普通株式  695,200株  普通株式  98,900株 普通株式　99,700株

付与日 平成16年３月23日 平成17年８月25日 平成18年９月27日 　平成19年９月26日

権利確定条件

付与日（平成16年３
月23日）以降、権利確
定日（平成18年３月
31日）まで継続して
勤務していること。

 付与日（平成17年８

月25日）以降、権利確

定日（平成19年９月

30日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成18年９月

27日）以降、権利確定

日（平成20年９月30

日）まで継続して勤

務していること。

　付与日（平成19年９

月26日）以降、権利確

定日（平成21年９月

30日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間

約２年（自平成16年

３月23日　至平成18

年３月31日)

 約２年（自平成17年

８月25日　至平成19年

９月30日)

 約２年（自平成18年

９月27日　至平成20年

９月30日）

　約２年（自平成19年

９月26日　至平成21年

９月30日）

権利行使期間 権利確定後７年以内 権利確定後６年以内 権利確定後５年以内 権利確定後４年以内　

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

平成19年　
ストック・オプション

　

権利確定前　　　　　（株）     

前連結会計年度末 － 695,200 97,200 －

付与 － － － 99,700

失効 － － 3,300 1,400

権利確定 － 695,200 － －

未確定残 － － 93,900 98,300

権利確定後　　　　　（株） － － － －

前連結会計年度末 2,705,500 － － －

権利確定 － 695,200 － －

権利行使 481,200 300 － －

失効 － － － －

未行使残 2,224,300 694,900 － －

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

平成19年　
ストック・オプション

　　

権利行使価格　　　　（円） 2,500 3,766 5,130 5,222

行使時平均株価　　　（円） 4,331 3,661 － －

公正な評価単価（付与日）

（円）
－ － 1,765 925

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成19年度ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は、以

下のとおりであります。

①使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

②使用した主な基礎数値及びその見積方法

　 平成19年度ストック・オプション

 株価変動性（注）1 41.9％ 

 予想残存期間（注）２ ４年

 予想配当（注）３ 0円／株 

 無リスク利子率（注）４ 1.1％ 

（注）1．平成16年11月15日の週から平成19年9月24日の週までの株価実績に基づき、週次で算定してお

ります。

２．過去に実施したストック・オプションの権利行使実績から合理的に見積もることは困難であ

るため、権利行使期間の中間点において権利行使されるものと推定して見積もりを行っており

ます。

３．平成19年3月期の配当実績に基づき年間の予想配当額を見積もっております。

４．予想残存期間に対応する国債利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
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将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　 （百万円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 12,727

減価償却費損金算入限度超過額 4,203

賞与引当金損金算入限度超過額 1,079

たな卸資産評価損 989

訴訟和解引当金 1,050

その他 3,899

繰延税金資産小計 23,947

評価性引当額 △13,973

繰延税金資産合計 9,974

繰延税金負債  

特別償却準備金 △10,816

その他 △1

繰延税金負債合計 △10,817

繰延税金資産（負債）の純額 △843

　 （百万円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 17,223

減価償却費損金算入限度超過額 3,724

賞与引当金損金算入限度超過額 957

たな卸資産評価損 1,083

訴訟和解引当金 912

その他 4,023

繰延税金資産小計 27,922

評価性引当額 △22,667

繰延税金資産合計 5,255

繰延税金負債  

特別償却準備金 △7,485

その他 △72

繰延税金負債合計 △7,557

繰延税金資産（負債）の純額 △2,302

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

0.1

評価性引当金 △31.2

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
9.3％

法定実効税率 40.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

△0.3

評価性引当金 △39.1

持分法投資損失　 △12.8

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
△11.7％
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　（企業結合等関係）

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

　　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

　１.対象となった事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　　（１）対象となった事業の内容

　　　　　ＤＲＡＭ製造（前工程）

　　（２）企業結合の法的形式

　　　　　共同支配企業の形成

　　（３）結合後企業の名称

　　　　　Rexchip Electronics Corporation (以下、「Rexchip社」）

　　（４）取引の目的を含む取引の概要

　　　　　当社は、生産体制を強化するため、Powerchip Semiconductor Corporation（以下、「PSC社」）との

　　　　合弁契約に基づき、平成19年５月25日にRexchip社に払込出資いたしました。

　

　２.実施した処理の概要

　 当社及び台湾PSC社の独立企業２社は、拠出の全てについて議決権のある株式を対価として取得するとともに、

 Rexchip社を共同支配とする株主間契約を締結しております。また、その他支配関係を示す一定の事実は存在しており

ません。そのため、当該企業結合は、企業結合会計基準における共同支配企業の形成と判断し、その形成における会計

処理として、持分プーリング法に準じた処理方法を適用することといたしました。

　なお、連結財務諸表上、Rexchip社に対する投資については、投資有価証券に計上しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社グループはＤＲＡＭを中心とした半導体単一事業であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社グループはＤＲＡＭを中心とした半導体単一事業であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
174,248 129,754 33,854 152,183 490,039 － 490,039

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
296,753 161 119 283 297,316 (297,316) －

計 471,001 129,915 33,973 152,466 787,355 (297,316) 490,039

営業費用 412,884 127,232 32,262 146,695 719,073 (297,454) 421,619

営業利益 58,117 2,683 1,711 5,771 68,282 138 68,420

Ⅱ．資産 743,317 48,830 8,877 29,029 830,053 (67,617) 762,436

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
220,100 84,508 30,425 70,448 405,481 － 405,481

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
176,909 52 16 48 177,025 (177,025) －

計 397,009 84,560 30,441 70,496 582,506 (177,025) 405,481

営業費用 422,103 85,317 30,753 69,273 607,446 (177,025) 430,421

営業利益（△損失） △25,094 △757 △312 1,223 △24,940 0 △24,940

Ⅱ．資産 752,687 22,559 6,529 14,761 796,536 (42,157) 754,379

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米………アメリカ

アジア……香港、シンガポール、台湾

欧州………ドイツ、スイス

　　　　３. 会計方針の変更

　   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これにより、従来の方法によった場合と比較して日本における営業費用が1,513百

万円増加し、営業損失が同額増加しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 北米 アジア 欧州 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 152,073 133,664 33,855 319,592

Ⅱ．連結売上高（百万円）    490,039

Ⅲ．連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
31.0 27.3 6.9 65.2

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 北米 アジア 欧州 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 71,672 146,534 30,428 248,634

Ⅱ．連結売上高（百万円）    405,481

Ⅲ．連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
17.7 36.1 7.5 61.3

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米……アメリカ

アジア…香港、シンガポール、台湾

欧州……ヨーロッパ全域

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　　　 　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

        　子会社等

属性
会社等の
名称

住所 資本金
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目　

期末残高
(百万円）役員の

兼務等
事業上
の関係

 

関連　

会社

 

Rexchip　

Electronics 

　

Corporation

　

台湾

29,251

百万台

湾ドル

半導体素

子、集積回

路等の電

子部品の

製造　

(所有)

 直接 48.8

兼任

4名

専任

1名

当社

仕入先

債務保証

（注１）
35,720 － －

増資の引受

（注２）　
81,831 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　注１.　Rexchip Electronics Corporationのリース債務（12,924百万円）及び借入金（22,796百万円）に対する債務

保証をしたものであります。なお、リース債務に対する債務保証は連帯保証であり、当社の負担額は6,462　　　百万

円であります。また、リース債務に対する債務保証について、当社に対する純資産維持の財務制限条項が付され

ております。

　注２.　Rexchip Electronics Corporationの増資を引受けております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額　 　　　　　　 　 2,930円92銭 １株当たり純資産額　 　　　　　　 　 2,679円57銭

１株当たり当期純利益　　　         　　444円00銭 １株当たり当期純損失　　         　    181円58銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　　437円94銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　　 　　－

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

新株予約権の残高はありますが、１株当たり当期純　損失

が計上されているため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益（△損失）および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりで

あります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益（△損失）   

　当期純利益（△損失）　（百万円） 52,943 △23,542

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式にかかる当期純利益（△損失）

（百万円）

52,943 △23,542

　期中平均株式数（千株） 119,242 129,648

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

　普通株式増加数（千株）

 (うち、新株予約権（千株））

1,651

(1,651)

　　　　　　　　　　　　 －

　　　　　　　　　　　  (－)

　希薄化効果を有しないため潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　

　

 ――――――

 

　新株予約権４種類（新株予約権

 の数 31,114個）。新株予約権の概

要は、「第４提出会社の状況１株式

等の状況（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 
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（追加情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（固定資産購入契約） （固定資産購入契約）

　 平成19年３月31日現在で、発注済未検収の固定資産購入

契約の残高は34,707百万円であります。

　 平成20年３月31日現在で、発注済未検収の固定資産購入

契約の残高は17,497百万円であります。

（天然ガス長期購入契約）

平成17年２月24日付にて、広島エルピーダメモリ株式

会社と広島ガス株式会社との間で平成17年４月１日から

平成27年３月31日までの10年間にわたる天然ガスの長期

購入契約を締結致しました。平成19年３月31日現在、この

契約に基づき同社が今後８年間で購入しなければならな

いガスの見積購入額は約636億円です。

（天然ガス長期購入契約）

平成17年２月24日付にて、広島エルピーダメモリ株式

会社と広島ガス株式会社との間で平成17年４月１日から

平成27年３月31日までの10年間にわたる天然ガスの長期

購入契約を締結致しました。平成20年３月31日現在、この

契約に基づき同社が今後７年間で購入しなければならな

いガスの見積購入額は約570億円です。

（エネルギー長期購入契約）

広島エルピーダメモリ株式会社とエス・シー広島エナ

ジー株式会社との間で平成17年９月30日付にて、平成17

年12月１日から平成33年１月31日までの15年間にわたる

エネルギーの長期購入契約を締結致しました。平成19年

３月31日現在、この契約に基づき同社が契約期限までに

購入しなければならない電力の見積額は約110億円です。

また、平成18年12月28日付にて、平成19年６月１日から

平成34年５月31日までの15年間にわたるエネルギーの長

期購入契約を締結致しました。平成19年３月31日現在、こ

の契約に基づき同社が契約期限までに購入しなければな

らない電力の見積額は約67億円です。

 

 

 

 

 

（エネルギー長期購入契約）

広島エルピーダメモリ株式会社とエス・シー広島エナ

ジー株式会社との間で平成17年９月30日付にて、平成17

年12月１日から平成33年１月31日までの15年間にわたる

エネルギーの長期購入契約を締結致しました。平成20年3

月31日現在、この契約に基づき同社が契約期限までに購

入しなければならない電力の見積額は約102億円です。

また、平成18年12月28日付にて、平成19年６月１日から

平成34年5月31日までの15年間にわたるエネルギーの長

期購入契約を締結致しました。平成20年3月31日現在、こ

の契約に基づき同社が契約期限までに購入しなければな

らない電力の見積額は約65億円です。

さらに、平成19年11月1日付にて、E300Fabエリア３増強

に対応するため第３期契約分としまして同社と供給開始

日（平成20年６月予定）から15年間にわたるエネルギー

の長期購入契約を締結致しました。平成20年３月31日現

在、この契約に基づき同社が契約期限までに購入しなけ

ればならない電力の見積額は約91億円です。

　

 

　　　　　　　　　――――――

   

（ウェハ購入契約）　

平成20年３月31日現在、広島エルピーダメモリ株式会

社が平成21年３月31日までにウェハ購入契約により購入

しなければならないシリコンウェハの見積額は約261億

円です。 
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 重要な固定資産の譲渡

当社及び広島エルピーダメモリ㈱は、社内の経営資源を

先端プロセスでの生産を可能にする300mm工場に集中す

るため、200mm工場（E200）内の機械装置を中国の

Cension Semiconductor Manufacturing Corporation（Cension

社）へ譲渡する売買契約を平成19年４月10日に締結しま

した。譲渡金額は総額320百万米ドルで、平成19年４月27日

に譲渡しました。

譲渡した設備の移管に関しては、第一段階として平成19

年11月末までにウェハ処理能力の約50％相当の装置を搬

出し、第二段階として平成20年中に残りの装置の搬出を完

了する見込みです。その間、広島エルピーダメモリ㈱に残

る搬出前の装置を使用して生産を継続し、当社が顧客への

販売を行います。また、受託生産契約に基づき、移管した設

備を用いて、Cension社の工場等で生産された製品について

も、Cension 社が生産運営を委託するSemiconductor

Manufacturing International Corporationから当社が購入し、

顧客への販売を行う予定であります。

　

 

 

――――――

 

 

 

 

　

合弁会社への出資

当社は、生産体制を強化するため、Powerchip

Semiconductor Corporation（以下PSC社）との合弁契約に

基づき、平成19年５月25日にRexchip Electronics Corporation

（以下Rexchip社）に出資しました。

出資の概要は次のとおりであります。

①出資対象会社

Rexchip Electronics Corporation（台湾　台中県后里）

②出資日

平成19年5月25日

③出資金額

58,315百万円（160億160万台湾ドル相当）

④出資後当社議決権比率

50.0％

⑤主な事業内容

当社及びPSC社向けDRAMの製造（前工程）

⑥出資資金の調達

自己資金

 

 

 

――――――
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

エルピーダメモリ

㈱

第１回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付）

平成17年３

月22日
55,000 55,000 年1.45 無担保

平成22年３月

19日

エルピーダメモリ

㈱

第２回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付） 

平成17年３

月22日 
15,000 15,000  年2.03 無担保

平成24年３月

22日 

エルピーダメモリ

㈱

第３回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付） 

平成17年12

月８日
30,000 30,000 年1.67 無担保

平成22年12月

８日

エルピーダメモリ

㈱

第４回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付）  

平成17年12

月８日 
10,000 10,000 年2.29  無担保

平成24年12月

７日 

エルピーダメモリ

㈱

第５回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付）  

平成19年１

月24日 
30,000 30,000 年2.09  無担保

平成24年１月

24日 

エルピーダメモリ

㈱

第６回無担保

社債（社債間

限定同順位特

約付）  

平成19年11

月29日 
－ 20,000 年2.10  無担保

平成24年11月

29日 

合計 － － 140,000

 

160,000

 

－ － －

（注）　　連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ 55,000 30,000 45,000 30,000
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 28,181 38,400 1.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 11,809 7,020 2.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 40,200 81,800 1.6
平成21年9月～

平成25年3月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,423 1,841 2.9
平成21年4月～

平成22年6月

その他の有利子負債 － － － 　　　－

合計 89,613 129,061 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務（1年以内に返済予定のものを除く。）の

連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 37,800 36,000 4,000 4,000

リース債務 1,510 240 87 4

（２）【その他】

　　　重要な係争案件

当社及びElpida Memory(USA)Inc.に対し、独占禁止法に係る集団訴訟が米国及びカナダの複数の裁判所で提起さ

れております。また、個別の大口顧客との間で和解交渉を進めております。当社については、欧州委員会からも同

様の調査を受けております。大口顧客との和解及び集団訴訟から発生する可能性のある諸費用に備えるため2,319

百万円を当連結会計年度末に引当金として計上しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第８期

（平成19年３月31日）
第９期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  131,960   83,007  

２．売掛金 ※１  125,508   70,184  

３．製品 　  27,839   31,607  

４．半製品 　  5,584   12,343  

５．原材料 　  0   0  

６．仕掛品 　  815   3,005  

７．貯蔵品 　  10   －  

８．前払費用 　  389   373  

９．関係会社短期貸付金 　  60,099   96,331  

10．一年内回収予定関係
会社長期貸付金

　  73,305   97,825  

11．未収入金 　  19,835   11,323  

12．未収消費税等 　  5,888   5,466  

13．その他 　  231   2,219  

流動資産合計 　  451,463 66.2  413,683 55.8

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       

１．建物 　 510   568   

減価償却累計額 　 127 383  157 411  

２．機械及び装置 　 18,451   21,433   

減価償却累計額 　 7,094 11,357  9,002 12,431  

３．工具、器具及び備品 　 1,659   1,701   

減価償却累計額 　 966 693  1,145 556  

有形固定資産合計 　  12,433 1.8  13,398 1.8
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第８期

（平成19年３月31日）
第９期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(2）無形固定資産 　       

１．ソフトウェア 　  1,660   1,760  

２. ソフトウェア仮勘定　 　  －   146  

３．その他 　  1,030   879  

無形固定資産合計 　  2,690 0.4  2,785 0.4

(3）投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  4,500   3,393  

２．関係会社株式 　  7,751   89,585  

３．関係会社長期貸付金 　  196,321   212,096  

４．長期前払費用 　  6,366   6,421  

５．その他 　  206   233  

投資その他の資産合計 　  215,144 31.6  311,728 42.0

固定資産合計 　  230,267 33.8  327,911 44.2

資産合計 　  681,730 100.0  741,594 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※１  86,907   82,229  

２．一年内返済予定長期借
入金

※３  28,181   38,400  

３. 一年内返済予定リース　
債務 

　  115   166  

４．未払金 　  5,616   8,381  

５．未払費用 　  2,721   2,683  

６．未払法人税等 　  1,128   99  

７. 前受金　 　  －   11,541  

８．賞与引当金 　  1,021   1,045  

９．役員賞与引当金 　  22   －  

10．たな卸資産評価引当金 　  53   561  

11．その他 　  207   223  

流動負債合計 　  125,971 18.5  145,328 19.6
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第８期

（平成19年３月31日）
第９期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  140,000   160,000  

２．長期借入金 ※３  40,200   81,800  

３．リース債務 　  422   380  

４．長期未払金 　  1,639   1,052  

５．退職給付引当金 　  171   279  

６．役員退職慰労引当金 　  49   63  

７．その他 　  653   185  

固定負債合計 　  183,134 26.8  243,759 32.9

負債合計 　  309,105 45.3  389,087 52.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  155,009 22.7  155,611 21.0

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 166,051   166,653   

資本剰余金合計 　  166,051 24.4  166,653 22.5

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 52,266   31,953   

利益剰余金合計 　  52,266 7.7  31,953 4.3

４．自己株式 　  △2 △0.0  △3 △0.0

株主資本合計 　  373,324 54.8  354,214 47.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △90 △0.0  △1,310 △0.2

２．繰延ヘッジ損益 　  △652 △0.1  △545 △0.1

評価・換算差額等合計 　  △742 △0.1  △1,855 △0.3

Ⅲ　新株予約権 　  43 0.0  148 0.0

純資産合計 　  372,625 54.7  352,507 47.5

負債純資産合計 　  681,730 100.0  741,594 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１       

１．製品売上高 　 469,263 469,263 100.0 393,937 393,937 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．期首製品たな卸高 　 16,529   27,839   

２．当期製品製造原価 ※１ 166,802   186,640   

３．当期製品仕入高 ※１ 215,948   180,880   

合計 　 399,279   395,359   

４．他勘定振替高 　 1,275   983   

５．期末製品たな卸高 　 27,839   31,607   

６．製品売上原価 ※２ 370,165 370,165 78.9 362,769 362,769 92.1

売上総利益 　  99,098 21.1  31,168 7.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3,4  49,466 10.5  49,508 12.6

営業利益（△損失） 　  49,632 10.6  △18,340 △4.6

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※１ 4,944   6,403   

２．受取配当金 　 108   282   

３．その他 　 67 5,119 1.1 548 7,233 1.8
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第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 1,477   1,016   

２．社債利息 　 1,805   2,817   

３．株式交付費 　 384   1   

４．社債発行費 　 132   94   

５．為替差損 　 1,249   4,378   

６．その他 　 871 5,918 1.3 843 9,149 2.3

経常利益（△損失） 　  48,833 10.4  △20,256 △5.1

Ⅵ　特別利益 　       

１．有形固定資産売却益 ※５ 24 24 0.0 0 0 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．有形固定資産売却損 ※６ 5   176   

２．有形固定資産除却損 ※７　 117 122 0.0 61 237 0.1

税引前当期純利益（△
損失）

　  48,735 10.4  △20,493 △5.2

法人税、住民税及び事業
税

　 563   16   

過年度法人税等戻入額 　 －   △196   

法人税等調整額 　 － 563 0.1 － △180 △0.0

当期純利益（△損失） 　  48,172 10.3  △20,313 △5.2
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製造原価明細書

　 　
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 ※１ 115,033 68.9 128,937 68.2

Ⅱ　経費 ※２ 51,833 31.1 60,042 31.8

当期総製造費用 　 166,866 100.0 188,979 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 843  815  

合計 　 167,709  189,794  

期末仕掛品たな卸高 　 815  3,005  

他勘定振替高 ※３ 92  149  

当期製品製造原価 　 166,802  186,640  

　 　     

（脚注）

　
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　材料費 　材料費の中には購入半製品の製造工程へ

の投入高が含まれております。

同左

※２　経費の主な内訳 　 　

外注加工費           51,558百万円           59,710百万円

※３　他勘定振替高 　 　

試作研究費      92百万円        149百万円

　４　原価計算の方法 　工程別実際総合原価計算を採用しており

ます。一部計算過程において予定原価を用

いており、実際原価と予定原価との差額が

生じますが、差額は調整して実際原価に修

正しております。

同左
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③【株主資本等変動計算書】

第８期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

87,239 98,339 4,094 △1 189,671

事業年度中の変動額      

増資による新株の発行 67,119 67,061   134,180
新株予約権の行使による新
株の発行

651 651   1,302

当期純利益   48,172  48,172

自己株式の取得    △1 △1
株主資本以外の
項目の事業年度中の変動額
(純額)

    －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

67,770 67,712 48,172 △1 183,653

平成19年３月31日　残高
（百万円）

155,009 166,051 52,266 △2 373,324

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

△195 － △195 － 189,476

事業年度中の変動額      

増資による新株の発行   －  134,180
新株予約権の行使による新
株の発行   －  1,302

当期純利益   －  48,172

自己株式の取得   －  △1
株主資本以外の
項目の事業年度中の変動額
(純額)

105 △652 △547 43 △504

事業年度中の変動額合計
（百万円）

105 △652 △547 43 183,149

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△90 △652 △742 43 372,625

第９期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

155,009 166,051 52,266 △2 373,324

事業年度中の変動額      
新株予約権の行使による新
株の発行

602 602   1,204

当期純損失   △20,313  △20,313

自己株式の取得    △1 △1
株主資本以外の
項目の事業年度中の変動額
(純額)

    －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

602 602 △20,313 △1 △19,110

平成20年３月31日　残高
（百万円）

155,611 166,653 31,953 △3 354,214

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

△90 △652 △742 43 372,625

事業年度中の変動額      
新株予約権の行使による新
株の発行   －  1,204

当期純損失   －  △20,313

自己株式の取得   －  △1
株主資本以外の
項目の事業年度中の変動額
(純額)

△1,220 107 △1,113 105 △1,008
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,220 107 △1,113 105 △20,118

平成20年３月31日　残高
（百万円）

△1,310 △545 △1,855 148 352,507
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重要な会計方針

項目
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社及び関連会社株式

　　 移動平均法による原価法

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法のよる原価法

(1）子会社及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

同左

　

　

　

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

　先入先出法による低価法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

同左

　 (2）貯蔵品

　個別法による原価法

(2）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

(1）有形固定資産

     

同左

　 建物　　　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　　２～５年

工具、器具及び備品　　　２～20年

　　

　  

    

　   一定の条件に合致するリース資産は、

固定資産として計上し、リース期間にわ

たって定額法により償却しております。

　  

　 　

　

――――――

  

 

 

　

　

 

――――――

 

 

  

 

 

　（会計方針の変更）

　  当社は、法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。これによる損益に与える影

響は軽微であります。

　（追加情報）

　  当社は法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。これによる

損益に与える影響は軽微であります。

　 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（最長５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．繰延資産の処理方法 (1）株式交付費

　支出時に全額費用処理しております。

(1）株式交付費

同左

　 (2）社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

(2）社債発行費

同左

６．引当金の計上基準 (1）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度負担額を計

上しております。

(1）賞与引当金

同左

　 (2）役員賞与引当金　

　役員の賞与の支給に備えるため、当事

業年度における支給見込額に基づき計

上しております。

(2）役員賞与引当金

同左　

　 (3）たな卸資産評価引当金　

　生産委託先の所有するたな卸資産の購

入にともない当社が負担すると見込ま

れるたな卸資産にかかる期末日現在の

評価損失を引当計上しております。

　

(3）たな卸資産評価引当金　

同左　

　 (4）退職給付引当金　

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）により償却しており

ます。

　数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）により発生翌年

度より償却します。　

(4）退職給付引当金　

同左　

　 (5）役員退職慰労引当金　

　役員退職慰労金の支給に備えて、内規

に基づく当事業年度末要支給額を計上

しております。　

(5）役員退職慰労引当金　

同左　

７．リース取引の処理方法　 　ファイナンス・リース取引について

は、売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。　

　

同左　

　

 

EDINET提出書類

エルピーダメモリ株式会社(E02094)

有価証券報告書

107/132



項目
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用して

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

　 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

 ヘッジ対象　　借入金、社債

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3）ヘッジ方針

借入金及び社債に係る将来の金利変

動リスクを回避する目的で、金利スワッ

プを行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約ごとに行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

　 (4）ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略してお

ります。

(4）ヘッジ有効性の評価方法

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略してお

ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  なお、

ヘッジ有効性評価の結果、ヘッジ会計の

要件を充足しなくなったものについて

は、ヘッジ会計の適用を中止しておりま

す。

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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　　　会計処理方法の変更

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。従来の資本の部の合計に相

当する金額は373,234百万円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

　

 

――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正平成18年５月31日　企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ43百万円減少しておりま

す。

 

 

――――――

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。これにより、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ22百万円減少してお

ります。

　

 

――――――

　

表示方法の変更

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表関係）  （貸借対照表関係）

 

――――――

 

 

 （損益計算書関係）

　前事業年度まで流動負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「前受金」は、当期において、負債及び純資

産の合計額の100分の１を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度末の「前受金」は12百万円でありま

す。 

　

前事業年度において、営業外費用として表示しており

ました「新株発行費等」は、当事業年度より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会　平成18年８月11日　実務対応報告第19号）の適用によ

り、「株式交付費」と表示することといたしました。

　　　　　　　　　

――――――

　

　

EDINET提出書類

エルピーダメモリ株式会社(E02094)

有価証券報告書

109/132



　

注記事項

（貸借対照表関係）

第８期
（平成19年３月31日）

第９期
（平成20年３月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

売掛金 67,201百万円

未収入金 13,896百万円

買掛金 62,614百万円

売掛金     28,582百万円

買掛金 67,068百万円

　 　

２　偶発債務 ２　偶発債務

　次の関係会社について債務保証等を行っておりま

す。

　次の関係会社について債務保証等を行っておりま

す。

保証先
金額

（百万円）
内容

広島エルピーダ
メモリ㈱

38,676 リース債務

広島エルピーダ
メモリ㈱

17,697 エネルギー購入
契約に係る債務

計 56,373 　

保証先
金額

（百万円）
内容

広島エルピーダメ
モリ㈱

56,552 リース債務

広島エルピーダメ
モリ㈱

25,829 エネルギー購入
契約に係る債務

Rexchip Electronics

Corporation　
12,924 リース債務　

Rexchip Electronics

Corporation
22,796 借入金　

計 118,101 　

　

　

　なお、Rexchip Electronics Corporationのリース債務に

対する債務保証は連帯債務であり、当社の負担額は

6,462百万円であります。また、Rexchip Electronics Corp

oration へのリース債務に対する債務保証について、当

社に対する純資産維持の財務制限条項が付されてお

ります。

　重要な後発事象の箇所に記載のとおり、平成20年４

月１日に広島エルピーダメモリ㈱を吸収合併してお

ります。 　
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第８期
（平成19年３月31日）

第９期
（平成20年３月31日）

※３　財務制限条項

  借入金のうち60,381百万円には、何らかの財務制限

条項が付されており、以下の条項に抵触した場合に

は、当該借入先に対し借入金を一括返済することに

なっております。（カッコ内は対象金額。）

なお、複数の財務制限条項が付されている借入金があ

るため、下記①から④までの合計は、60,381百万円を超

えております。

※３　財務制限条項

  借入金のうち120,200百万円には、何らかの財務制限

条項が付されており、以下の条項に抵触した場合に

は、当該借入先に対し借入金を一括返済することに

なっております。（カッコ内は対象金額。）

なお、複数の財務制限条項が付されている借入金があ

るため、下記①から②までの合計は、120,200百万円を

超えております。

①　純資産維持条項（60,200百万円）

連結貸借対照表における純資産の部の金額から繰

延ヘッジ損益及び新株予約権の金額を差し引いた

額が1,465億円未満となった場合（8,600百万円）。

同1,378億円未満となった場合（50,000百万円）。同

626億円未満となった場合（1,600百万円）。

①　純資産維持条項（120,200百万円）

連結貸借対照表における純資産の部の金額から繰延

ヘッジ損益及び新株予約権の金額を差し引いた額が

1,465億円未満となった場合（5,200百万円）。同1,378

億円未満となった場合（35,000百万円）。同前年同期

比75％未満となった場合（80,000百万円）。

②　利益維持条項（40,381百万円）

連結損益計算書の当期純損益について平成17年３月

期以降の当期純損益の累積が赤字になった場合（981

百万円）。２期連続当期純損失を計上した場合（

39,400百万円）。

③　現預金維持条項（981百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現

金同等物の金額が400億円未満となった場合。

④　ネットＤ／Ｅレシオ維持条項（800百万円）

連結貸借対照表における純負債資本比率が1.2倍超に

なった場合。

②　利益維持条項（20,200百万円）

連結損益計算書の当期純損益について２期連続当期

純損失を計上した場合（20,200百万円）。

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

４行とコミットメントライン契約を設定しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。なお、コミットメント

ライン契約につきましては、純資産維持の財務制限条

項が付されております。

　４　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

４行とコミットメントライン契約を設定しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。なお、コミットメント

ライン契約につきましては、純資産維持の財務制限条

項が付されております。

貸出コミットメントの総額    50,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額     50,000百万円

また、設備資金の調達のため、取引金融機関45社と

長期借入金のコミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。なお、これらの長期借

入のコミットメント契約につきましては、純資産維持

の財務制限条項が付されております。

　 　

貸出コミットメントの総額    110,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額    110,000百万円

貸出コミットメントの総額  50,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額  50,000百万円

また、設備資金の調達のため、取引金融機関45社と

長期借入金のコミットメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。なお、これらの長期借

入のコミットメント契約につきましては、純資産維持

の財務制限条項が付されております。

　 　

貸出コミットメントの総額  110,000百万円

借入実行額 －百万円

差引額    110,000百万円
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（損益計算書関係）

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 296,753百万円

当期仕入高 204,136百万円

受取利息 4,537百万円

売上高 176,910百万円

当期仕入高 244,004百万円

受取利息 6,096百万円

※２　たな卸資産の期末たな卸高は低価法評価損控除後の

金額で記載されており、次の評価損が売上原価に含ま

れております。

※２　たな卸資産の期末たな卸高は低価法評価損控除後の

金額で記載されており、次の評価損が売上原価に含ま

れております。

仕掛品 0百万円

半製品     34百万円

製品      464百万円

仕掛品  5百万円

半製品       26百万円

製品        2,489百万円

※３　販売費及び一般管理費の主なもの ※３　販売費及び一般管理費の主なもの

給与・賞与 6,639百万円

賞与引当金繰入額       1,021百万円

役員賞与引当金繰入額 22百万円

役員退職慰労引当金繰入額     16百万円

退職給付費用       411百万円

外注費        9,678百万円

賃借料 1,358百万円

減価償却費 3,916百万円

試作費 8,495百万円

技術使用料       4,979百万円

給与・賞与      6,562百万円

賞与引当金繰入額        1,045百万円

役員退職慰労引当金繰入額       22百万円

退職給付費用          539百万円

外注費       10,110百万円

賃借料      1,383百万円

減価償却費      4,253百万円

試作費      8,831百万円

技術使用料        4,775百万円

販売費に属する費用のおおよその割合 10.39％

一般管理費に属する費用のおおよその

割合
89.61％

販売費に属する費用のおおよその割合 10.11％

一般管理費に属する費用のおおよその

割合
　　89.89％

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、28,969百万円で

あります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、29,779百万円で

あります。

※５　有形固定資産売却益の内容は次のとおりでありま

す。

　

建物   0百万円

機械及び装置   23百万円

工具、器具及び備品   1百万円

計    24百万円

※５　有形固定資産売却益の内容は次のとおりでありま

す。

　

機械及び装置   0百万円

工具、器具及び備品  0百万円

計   0百万円

※６　有形固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。

※６　有形固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。

機械及び装置 5百万円

工具、器具及び備品  0百万円

計    5百万円

機械及び装置 176百万円

工具、器具及び備品  0百万円

計  176百万円

※７　有形固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。

※７　有形固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。

建物 11百万円

機械及び装置 106百万円

工具、器具及び備品  0百万円

計      117百万円

建物 7百万円

機械及び装置 52百万円

工具、器具及び備品   2百万円

計     61百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

第８期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 315 211 － 526

合計 315 211 － 526

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加211株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

第９期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 526 314 － 840

合計 526 314 － 840

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加314株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（リース取引関係）

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内       80百万円

１年超       45百万円

合計       125百万円

１年内      86百万円

１年超       39百万円

合計      125百万円

（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

第８期
（平成19年３月31日）

第９期
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　 （百万円）

（繰延税金資産）  

流動資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 416

未払事業税 452

たな卸資産評価損 969

繰越欠損金 8,643

その他 291

小計 10,771

評価性引当金 △10,771

合計 －

固定資産  

退職給付 432

繰延ヘッジ損益 266

その他 161

小計 859

評価性引当金 △859

合計 －

繰延税金資産合計 －

　 （百万円）

（繰延税金資産）  

流動資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 427

たな卸資産評価損 1,063

その他 365

小計 1,855

評価性引当金 △1,855

合計 －

固定資産  

繰越欠損金 17,061

その他有価証券評価差額金　 534

退職給付 477

繰延ヘッジ損益 222

その他 332

小計 18,626

評価性引当金 △18,626

合計 －

繰延税金資産合計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目

0.2

評価性引当金 △40.4

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
1.2％

法定実効税率 　40.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目

△0.3

評価性引当金 △41.0

その他 1.4

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
　0.9 ％
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（企業結合等関係）

　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額　 　　     　　2,881円79銭 １株当たり純資産額　 　　     　　2,715円27銭

１株当たり当期純利益　　　　　　　　403円99銭   １株当たり当期純損失　　　　　　　  156円67銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  398円47銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、新株予約権の残高はありますが、１株当たり当期純損

失が計上されているため記載しておりません。

　
　

（注）１株当たり当期純利益（△損失)および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであ

ります。

　
第８期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益（△損失）   

  当期純利益（△損失）（百万円） 48,172 △20,313

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式にかかる当期純利益（△損失）

（百万円）

48,172 △20,313

　期中平均株式数（千株） 119,242 129,648

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

　普通株式増加数（千株）

 (うち、新株予約権（千株））

1,651

(1,651)

－

（－）

 希薄化効果を有しないため潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

 

――――――

 新株予約権４種類（新株予約権

の数 31,114個）。新株予約権の概

要は、「第４提出会社の状況１株

式等の状況（2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。

（追加情報）

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（固定資産購入契約）

　平成19年３月31日現在で、発注済未検収の固定資産購入

契約の残高は1,400百万円であります。

（固定資産購入契約）

　平成20年３月31日現在で、発注済未検収の固定資産購入

契約の残高は 1,818百万円であります。

EDINET提出書類

エルピーダメモリ株式会社(E02094)

有価証券報告書

116/132



（重要な後発事象）

第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 重要な固定資産の譲渡

当社及び広島エルピーダメモリ㈱は、社内の経営資源を

先端プロセスでの生産を可能にする300mm工場に集中す

るため、200mm工場（E200）内の機械装置を中国の

Cension Semiconductor Manufacturing Corporation（Cension

社）へ譲渡する売買契約を平成19年４月10日に締結しま

した。譲渡金額は総額320百万米ドルで、平成19年４月27日

に譲渡しました。

譲渡した設備の移管に関しては、第一段階として平成19

年11月末までにウェハ処理能力の約50％相当の装置を搬

出し、第二段階として平成20年中に残りの装置の搬出を完

了する見込みです。その間、広島エルピーダメモリ㈱に残

る搬出前の装置を使用して生産を継続し、当社が顧客への

販売を行います。また、受託生産契約に基づき、移管した設

備を用いて、Cension社の工場等で生産された製品について

も、Cension 社が生産運営を委託するSemiconductor

Manufacturing International Corporationから当社が購入し、

顧客への販売を行う予定であります。

　

　

　

――――――

　

　

 

　

　

　

　

　

　

　

　

合弁会社への出資

当社は、生産体制を強化するため、Powerchip

Semiconductor Corporation（以下PSC社）との合弁契約に

基づき、平成19年５月25日にRexchip Electronics Corporation

（以下Rexchip社）に出資しました。

出資の概要は次のとおりであります。

①出資対象会社

Rexchip Electronics Corporation（台湾　台中県后里）

②出資日

平成19年5月25日

③出資金額

58,315百万円（160億160万台湾ドル相当）

④出資後当社議決権比率

50.0％

⑤主な事業内容

当社及びPSC社向けDRAMの製造（前工程）

⑥出資資金の調達

自己資金

　

　

――――――
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第８期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第９期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

子会社との合併

当社は、平成20年４月１日に完全子会社であった広島エ

ルピーダメモリ㈱を吸収合併しております。

1.合併の目的　

当社向けのＤＲＡＭ製造を行っている広島エルピーダ

メモリ㈱との一体化によって開発、製造、販売の一元管理

体制を構築し、経営資源の効率的な活用による事業基盤

の一層の強化を図るものであります。

2.効力発生日　

平成20年４月１日

3.合併方式

  当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条

第3項に定める簡易合併並びに同法第784条第1項に定め　

　る略式合併）とし、広島エルピーダメモリ㈱は解散致し

ました。

4.増加資本等　

合併による新株式の発行及び資本金の増加はありませ

ん。

5.実施した会計処理の概要　

共通支配下の取引として会計処理を行っております。

6.財産の引継　

効力発生日において、広島エルピーダメモリ㈱の

資産・負債及び権利義務の一切を引き継ぎました。

なお、同社の平成20年３月31日現在の財政状態は次のとお

りです。　

 資産合計　   478,995百万円　          

   負債合計　   476,963百万円

   純資産合計　   2,032百万円
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券 Powerchip Semiconductor Corporation 33,872,393 1,261

計 33,872,393 1,261

　【債券】

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券 Powertech Technology Inc. 転換社債 650百万台湾ドル 2,132

計 650百万台湾ドル 2,132

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 510 66 8 568 157 31 411

機械及び装置 18,451 5,600 2,618 21,433 9,002 3,150 12,431

工具、器具及び備品 1,659 256 214 1,701 1,145 256 556

建設仮勘定 － 24,357 24,357 － － － －

有形固定資産計 20,620 30,279 27,197 23,702 10,304 3,437 13,398

無形固定資産        

ソフトウェア 5,680 766 － 6,446 4,686 666 1,760

ソフトウェア仮勘定 － 146 － 146 － － 146

その他 1,206 － － 1,206 327 150 879

無形固定資産計 6,886 912 － 7,798 5,013 816 2,785

長期前払費用 9,549 2,079 － 11,628 5,207 2,024 6,421

（注）当期の増加及び減少の主なものは次のとおりです。

機械及び装置の増加　塗布現像装置、洗浄装置等の各種研究開発用設備を購入しております。

機械及び装置の減少　露光装置、塗布現像装置等を広島エルピーダメモリ㈱へ売却しております。

建設仮勘定　　　　　主に設備を当社が広島エルピーダメモリ㈱に代わって購入（増加額）し、　　　　　　同社に移管

（減少額）したものであります。　　　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 1,021 1,045 1,021 － 1,045

役員賞与引当金 22 － 22 － －

たな卸資産評価引当金 53 561 53 － 561

役員退職慰労引当金 49 22 8 － 63
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金 83,007

合計 83,007

ｂ．売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

Elpida Memory (Taiwan)Co.,Ltd. 9,326

Elpida Memory (USA) Inc. 7,839

Elpida Memory (HongKong)Co., Ltd. 5,714

Powerchip Semiconductor Corporation 4,509

Kingston Technology International Limited. 4,215

その他 38,581

合計 70,184

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

125,508 399,892 455,216 70,184 86.2 89.6

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ｃ．製品

品目 金額（百万円）

半導体 31,607

合計 31,607

ｄ．半製品

品目 金額（百万円）

半導体 12,343

合計 12,343

ｅ．原材料

品目 金額（百万円）

冶工具 0

合計 0
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ｆ．仕掛品

品目 金額（百万円）

半導体 3,005

合計 3,005

ｇ．関係会社短期貸付金

相手先 金額（百万円）

広島エルピーダメモリ㈱ 96,331

合計 96,331

ｈ．一年内回収予定関係会社長期貸付金

相手先 金額（百万円）

広島エルピーダメモリ㈱ 96,140

秋田エルピーダメモリ㈱ 1,685

合計 97,825

②　固定資産

　　　　ａ. 関係会社株式　

　 銘柄　 金額（百万円）

子会社株式

　

Elpida Memory International B.V.　 2,164

Elpida Memory（USA）Inc. 1,230

　 広島エルピーダメモリ㈱ 350

　 秋田エルピーダメモリ㈱ 310

　 計 4,054

　関連会社株式 Rexchip Electronics Corporation 81,831

　 ㈱テラプローブ 3,700

　 計 85,531

合計 89,585
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ｂ．関係会社長期貸付金　

相手先 金額（百万円）

広島エルピーダメモリ㈱ 207,045

秋田エルピーダメモリ㈱ 5,051

合計 212,096

　

③　流動負債　

ａ．買掛金

相手先 金額（百万円）

広島エルピーダメモリ㈱ 60,788

Powerchip Semiconductor Corporation 3,684

Rexchip Electronics Corporation 3,154

秋田エルピーダメモリ㈱ 2,953

日立電線㈱ 2,160

その他 9,490

合計 82,229

　b.１年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 13,400

住友信託銀行㈱ 4,000

日本政策投資銀行 4,000

㈱みずほコーポレート銀行 4,000

㈱三菱東京UFJ銀行 4,000

その他 9,000

合計 38,400

④　固定負債

ａ．社債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     160,000 百万円　　

　　１ 連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表等　⑤連結附属明細表のうち社債明細表参照。

ｂ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 17,800

住友信託銀行㈱ 16,000

日本政策投資銀行 16,000

㈱みずほコーポレート銀行 16,000

㈱三菱東京UFJ銀行 16,000

合計 81,800

（３）【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 決算日の翌日から起算して翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類
普通株式　100株券　　 1,000株券

10,000株券　100,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日／９月30日

１単元の株式数 普通株式：100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

http://www.elpida.com/ja/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

  当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)有価証券報告書及びその添付書類

 

事業年度（第８期） 　　 自　平成18年４月１日　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　至　平成19年３月31日 

平成19年６月29日

関東財務局長に提出

(２)有価証券報告書の訂正報告書

 

平成19年６月29日提出の有価証券報告書の訂正報告

書

平成19年８月３日

関東財務局長に提出

(３)有価証券報告書の訂正報告書

 

平成19年６月29日提出の有価証券報告書の訂正報告

書

平成19年８月30日

関東財務局長に提出 

(４)有価証券報告書の訂正報告書

 

平成19年6月29日提出の有価証券報告書の訂正報告

書 

平成19年11月16日

関東財務局長に提出

(５)有価証券報告書の訂正報告書

　

平成19年6月29日提出の有価証券報告書の訂正報告

書 　

平成20年６月25日

関東財務局長に提出

(６)臨時報告書 

 

 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に

基づく臨時報告書 

平成19年8月30日

関東財務局長に提出

 

(７)臨時報告書の訂正報告書

 

平成19年８月30日提出の臨時報告書の訂正報告書

 

平成19年９月26日

関東財務局長に提出

(８)臨時報告書

 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に

基づく臨時報告書 

平成19年９月27日

関東財務局長に提出

 

(９)臨時報告書　

 

 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に

基づく臨時報告書　

平成20年６月20日

関東財務局長に提出

　

(10)発行登録書及びその添付書類

 

 

 

平成19年10月19日

関東財務局長に提出

(11)半期報告書

 

（第９期中）　        　 自　平成19年４月１日

　　　　　　　　　  　 　至　平成19年９月30日

平成19年11月30日

関東財務局長に提出  

(12)半期報告書の訂正報告書

　

平成19年11月30日提出の半期報告書の訂正報告書

　

平成20年６月25日

関東財務局長に提出

(13)訂正発行登録書

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年６月29日

平成19年８月３日

平成19年８月30日

平成19年９月26日

平成19年９月27日

平成19年11月16日

平成19年11月30日

及び平成20年６月20日

関東財務局長に提出 

(14)発行登録追補書類及びその添付書類

 

 

 

平成19年11月22日

関東財務局長に提出  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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用語解説

　 μm／nm
 μはmの10のマイナス６乗（100万分の１）、n（ナノ）はmの10のマイナス９乗（10億分の１）の意味。半

導体業界においては、微細加工技術の水準を表す単位として用いられ、値が小さくなるほどより高度な技術

が必要となる。

　 ＤＲＡＭ

 Dynamic Random Access Memoryの略。情報の蓄積を、コンデンサ素子（電荷を蓄える部品）で構成するメモ
リセルを有するメモリＩＣ（集積回路）。データの書き込み、読み出し動作に適したメモリ（ＲＡＭ）で、特
に集積度が高く低コストなＲＡＭで汎用的に使用されている。ただしコンデンサ・メモリセルのため一定周
期でデータの再書き込みを行わないと、データが消えてしまうデメリットがある。

　 ウエハ

 ウエハは、単結晶シリコンの塊（インゴット）から薄く切り出された円盤状のもので、表面を研磨されてい

る薄い板（基板）を指し、シリコンウエハメーカによって製造される。半導体を形成するための直接材料で

ある。このウエハ上に複数のトランジスタ、コンデンサ、配線などを作成し、回路を形成していくことにより

必要な、機能を実現する。半導体１枚のウエハから数十個から数千個のチップ（デバイス機能あるいは電子

回路を作り込んだシリコンの小片。組立工程でパッケージされたＩＣの完成品をチップと呼ぶこともあ

る。）を得ることができる。

　 ＸＤＲ
TM

 米国Rambus Inc.が開発した超高速データ通信技術を使用したＤＲＡＭ。現在の主流であるＤＤＲ400の８倍

の１秒当たり32億個のデータを送受信することができる。

　 ファンダリ（Foundry）
 第三者のために製造機能のみを請け負う業態の半導体製造専門企業または製造受託事業のこと。ファウンダ

リという場合もある。ファブレスメーカ（自社に生産ラインを持たず、製造を他社に委託して自社ブランド

の製品販売を手掛ける企業）や、ＩＤＭ（半導体を開発・設計・製造・販売まで全てを行う企業（

Integrated Device Manufacturer：一貫生産メーカ））を顧客とし、顧客の開発する設計仕様で製造工程のみを

請け負う。

　 ウエハ検査

 半導体製造工程の前工程で加工を終えた段階で、ウエハ上に並んだ多数のLSIチップが良品であるか、不良品

であるかを判定するための検査。

ウエハテストは、ウエハ上のLSIチップにプローブの先端部分（針）を当てて電気的特性の測定を行い良品、

不良品の選別を行なう。

　 半導体

 物質は電気の通りやすさによって、次のように分類されている。

・導体　：銅、アルミニュウム、鉄等のように非常によく電気を通すもの

・半導体：シリコン、ゲルマニュウム、ガリュウム砒素等のように、ある程度電気を通すもの

・絶縁体：プラスチック、木、ガラス、陶器等のように、非常に電気を通しにくいもの

半導体は、一定程度、電気を通す性質があり、電気を通す仕組みを混ぜる不純物によって変えることができ

る。例えばシリコンの場合は、微量の砒素や燐を加えることによって、Ｎ型半導体、Ｐ型半導体を作ることが

できる。

Ｎ型半導体、Ｐ型半導体や薄い絶縁膜を組み合わせることによって、トランジスタを作ることができる。この

トランジスタは、スイッチや増幅器（アンプ）の機能を果たす電気回路を形成することができる。

　 後工程

 後工程は、組立と検査を行う工程を指す。組立では、チップにリードフレームを貼り付け、リード線を金属の

ワイヤでチップ上の配線に接続し、取り扱いが容易なように、基板やテープ上に貼り付けたり、樹脂で固めた

りする作業を行う。その後電気的特性検査を経て完成品となる。

　 前工程

 前工程は、半導体製造工程のうちで、シリコンウエハ上にトランジスタやコンデンサなどの素子や配線を形

成する工程を指す。拡散工程と呼ばれることもある。即ちシリコン上に回路機能を形成し、ＩＣとしての機能

を作りこむ工程。これに対し組立選別を行う工程を後工程という。

　 サーバ
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 コンピュータネットワークの中心となるコンピュータをサーバコンピュータ、略してサーバと呼ぶ。サーバ

コンピュータの代表的なものは、データ処理計算能力を非常に強化したコンピュータである。これを単に

サーバと呼ぶ場合が多い。その他ネットワーク上のファイルを共有してネットワークに接続しているユーザ

が使えるようにするファイルサーバ、ネットワーク上のプリンタを管理するプリントサーバ、メールの送受

信を行うメールサーバなどがある。中核処理を司る場合が多いので、高信頼性が要求される。

　 マザー工場

 新しい生産技術の開発、製品の量産の立ち上げ及び安定稼動の確立を担う工場のこと。かかる工場で開発さ

れた技術・生産ノウハウは、他工場に移転される。

　 パッケージ技術

 ＩＣチップを用途に応じた特殊な収納容器（パッケージ）に納める技術。組立技術と同義で用いられること

も多い。

　 モジュール

 トランジスタ、配線、素子分離といったＬＳＩ（大規模集積回路のことで、集積規模が数千から数百万素子以

上のＩＣを指す。）を構成するための基本機能単位技術のこと。また、複数個のＤＲＡＭを比較的小さいプリ

ント基板に搭載し、ＤＲＡＭのシステム実装を簡単にすること、あるいはそのようにしたもの。本書では、主

に後者を指している。

　 メモリ

 コンピュータを構成する基本要素のひとつ。処理に必要なプログラムやデータを記憶するもので、記憶素子

とも呼ばれ、様々なデジタル信号処理、デジタル制御を行う電子機器においてデータを格納する用途で用い

られる。半導体メモリチップとしてはプログラムを格納するＲＯＭ（Read Only Memory）、データなどを格

納するＲＡＭ（Random Access Memory）などがある。

　 プレミアＤＲＡＭ

 デジタル家電・モバイル機器向けに使われるＤＲＡＭ製品に対する当社グループでの呼称。パソコン向けＤ

ＲＡＭ製品に比べて高度な技術力が必要とされ、この付加価値分、容量あたりの価格も高くなる傾向にある。

　 ＤＤＲ／ＤＤＲ２／ＤＤＲ３

 ＤＤＲ（Double Data Rate）とは１つのＤＱピン（入出力ピン）が、１Rate中に２ビットのデータをRead／

Writeする機能を持つメモリ規格。従来のＳＤＲＡＭは１Rate中に１ビットのデータをRead／Writeするので、

Single Data Rate（ＳＤＲ）と区別される。即ちＤＤＲはクロックの立ち上がりと立ち下がりでデータの出し

入れをしているということである。４ビットならＱＤＲである。

ＤＤＲ２は、ＤＤＲの次の世代に当たり、ＤＤＲをさらに高機能化したメモリ規格。ＤＤＲに比べて倍の高速

性と電源電圧の低下及び高速動作を実現している。

ＤＤＲ３は、ＤＤＲ２の次の世代に当たり、ＤＤＲ２をさらに高機能化したメモリ規格。現在、ＪＥＤＥＣ他

業界で標準化検討中の各種仕様を取り込んでいる。

　 デバイス

 半導体業界においては、一般的に「部品」の意で用いられる。コンピュータ関連では、独立した機能単位とし

て、システムの一端を担うハードウェア装置を指す。　

 相変化メモリ技術　

ＣＤ-ＲＯＭやＤＶＤディスクに使用されている相変化材料を半導体メモリに応用する技術。この相変化材

料はその凝固の仕方によって、電気に対する抵抗率が変化する。この抵抗率の違いを利用し、「0」と「1」の

データを識別する。同技術をＤＲＡＭに応用することにより、超低消費電力性と高速性を併せ持つメモリの

実現が期待できる。 　
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成１９年６月２８日

エルピーダメモリ株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 大木　一也　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 伊藤　功樹　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエル

ピーダメモリ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エルピー

ダメモリ株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。

EDINET提出書類

エルピーダメモリ株式会社(E02094)

有価証券報告書

129/132



独立監査人の監査報告書

　 　 平成２０年６月１７日

エルピーダメモリ株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 大木　一也　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 伊藤　功樹　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 寺口　順子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエルピーダメモリ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エルピー

ダメモリ株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成１９年６月２８日

エルピーダメモリ株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 大木　一也　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 伊藤　功樹　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエル

ピーダメモリ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エルピーダメ

モリ株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成２０年６月１７日

エルピーダメモリ株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 大木　一也　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 伊藤　功樹　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 寺口　順子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエルピーダメモリ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エルピーダメ

モリ株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。
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